
- 1 -

議案第３３号

取手市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例について

取手市固定資産評価審査委員会条例（昭和３０年条例第１７号）の一部を別紙のと

おり改正する。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

固定資産の価格に関する不服審査において用いる審査申出書，口頭審理に係る関係

者の口述書等への押印及び署名を不要とし，納税者等の利便性の向上及び行政手続の

簡素化を図るため，本条例の一部を改正するものです。
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取手市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例

取手市固定資産評価審査委員会条例（昭和３０年条例第１７号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

改正後 改正前

(審査の申出) (審査の申出)

第 4条 (略) 第 4条 (略)

2 及び 3 (略) 2 及び 3 (略)

4 審査申出書には審査申出人(審査申出人

が法人その他の社団又は財団であるとき

は，代表者又は管理人，総代を互選したと

きは総代，代理人によって審査の申出をす

るときは代理人)が押印しなければならな

い。

4及び 5 (略) 5 及び 6 (略)

(審査申出人の口頭による意見陳述) (審査申出人の口頭による意見陳述)

第 7条 (略) 第 7条 (略)

2 (略) 2 (略)

3 前項の調書には，次に掲げる事項を記載

しなければならない。

3 前項の調書には，次に掲げる事項を記載

し，意見を聴いた委員及び調書を作成した

書記がこれに署名押印しなければならな

い。

(1)から(3)まで (略) (1)から(3)まで (略)

(口頭審理) (口頭審理)

第 8条 (略) 第 8条 (略)

2 から 4まで (略) 2 から 4まで (略)

5 前項の口述書には，次に掲げる事項を記

載しなければならない。

5 前項の口述書には，次に掲げる事項を記

載し，提出者がこれに署名押印しなければ

ならない。

(1)から(3)まで (略) (1)から(3)まで (略)

6 及び 7 (略) 6 及び 7 (略)

8 前項の調書には，次に掲げる事項を記載

しなければならない。

8 前項の調書には次に掲げる事項を記載

し，審理を行った委員及び調書を作成した

書記がこれに署名押印しなければならな
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付 則

この条例は，公布の日から施行する。

い。

(1)から(5)まで (略) (1)から(5)まで (略)

(実地調査) (実地調査)

第 9条 (略) 第 9条 (略)

2 前項の調書には，次に掲げる事項を記載

しなければならない。

2 前項の調書には次に掲げる事項を記載

し，調査を行った委員及び調書を作成した

書記がこれに署名押印しなければならな

い。

(1)から(4)まで (略) (1)から(4)まで (略)

(議事についての調書) (議事についての調書)

第 10 条 (略) 第 10 条 (略)

2 前項の調書には，次に掲げる事項を記載

しなければならない。

2 前項の調書には次に掲げる事項を記載

し，議事に関与した委員及び調書を作成し

た書記がこれを署名押印しなければなら

ない。

(1)から(4)まで (略) (1)から(4)まで (略)
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議案第３４号

取手市税条例の一部を改正する条例について

取手市税条例（昭和３９年条例第２２号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

地方税法等の改正を踏まえ，個人の市民税の均等割及び所得割の非課税限度額等に

おける国外居住親族の取扱いの見直し，特定公益増進法人等に寄附をした場合の寄附

金税額控除における寄附金の範囲の見直し，特定一般用医薬品等購入費を支払った場

合の医療費控除の特例（セルフメディケーション税制）の適用期限の延長等に関し所

要の整備を行うため，本条例の一部を改正するものです。
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取手市税条例の一部を改正する条例

取手市税条例（昭和３９年条例第２２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

改正後 改正前

(個人の市民税の非課税の範囲) (個人の市民税の非課税の範囲)

第 24 条 (略) 第 24 条 (略)

2 法の施行地に住所を有する者で均等割の

みを課すべきもののうち，前年の合計所得

金額が 32 万円にその者の同一生計配偶者

及び扶養親族(年齢 16 歳未満の者及び控

除対象扶養親族に限る。以下この項におい

て同じ。)の数に 1を加えた数を乗じて得

た金額に 10 万円を加算した金額(その者

が同一生計配偶者又は扶養親族を有する

場合には，当該金額に 189,000 円を加算し

た金額)以下である者に対しては，均等割

を課さない。

2 法の施行地に住所を有する者で均等割の

みを課すべきもののうち，前年の合計所得

金額が 32 万円にその者の同一生計配偶者

及び扶養親族の数に 1 を加えた数を乗じ

て得た金額に 10 万円を加算した金額(そ

の者が同一生計配偶者又は扶養親族を有

する場合には，当該金額に 189,000 円を加

算した金額)以下である者に対しては，均

等割を課さない。

(寄附金税額控除) (寄附金税額控除)

第 34 条の 7 所得割の納税義務者が，前年

中に次に掲げる寄附金を支出した場合に

は，法第 314 条の 7第 1項に規定するとこ

ろにより控除すべき額(当該納税義務者が

前年中に同条第 2 項に規定する特例控除

対象寄附金を支出した場合にあっては，当

該控除すべき金額に特例控除額を加算し

た金額。以下この項において「控除額」と

いう。)をその者の第 34 条の 3及び前条の

規定を適用した場合の所得割の額から控

除するものとする。この場合において，当

該控除額が当該所得割の額を超えるとき

は，当該控除額は，当該所得割の額に相当

する金額とする。

第 34 条の 7 所得割の納税義務者が，前年

中に次に掲げる寄附金を支出した場合に

は，法第 314 条の 7第 1項に規定するとこ

ろにより控除すべき額(当該納税義務者が

前年中に同条第 2 項に規定する特例控除

対象寄附金を支出した場合にあっては，当

該控除すべき金額に特例控除額を加算し

た金額。以下この項において「控除額」と

いう。)をその者の第 34 条の 3及び前条の

規定を適用した場合の所得割の額から控

除するものとする。この場合において，当

該控除額が当該所得割の額を超えるとき

は，当該控除額は，当該所得割の額に相当

する金額とする。

(1) (略) (1) (略)

(2) 所得税法第 78 条第 2 項第 2 号及び

第 3号に掲げる寄附金(同条第 3 項の規

定により特定寄附金とみなされるもの

(2) 所得税法第 78 条第 2 項第 2 号及び

第 3号に掲げる寄附金(同条第 3項の規

定により特定寄附金とみなされるもの
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を含む。)並びに租税特別措置法(昭和 3

2 年法律第 26 号)第 41 条の 18 の 2 第 2

項に規定する特定非営利活動に関する

寄附金(その寄附をした者に特別の利益

が及ぶと認められるもの及び出資に関

する業務に充てられることが明らかな

ものを除く。)のうち，次に掲げるもの

を含む。)並びに租税特別措置法(昭和 3

2 年法律第 26 号)第 41 条の 18 の 2 第 2

項に規定する特定非営利活動に関する

寄附金(その寄附をした者に特別の利益

が及ぶと認められるものを除く。)のう

ち，次に掲げるもの

アからウまで (略) アからウまで (略)

2 (略) 2 (略)

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族申告書)

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族申告書)

第 36 条の 3 の 3 所得税法第 203 条の 6 第

1 項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者又は法の施

行地において同項に規定する公的年金等

(所得税法第 203 条の 7の規定の適用を受

けるものを除く。以下この項において「公

的年金等」という。)の支払を受ける者で

あって，扶養親族(年齢 16 歳未満の者に限

る。)を有する者(以下この条において「公

的年金等受給者」という。)で市内に住所

を有するものは，当該申告書の提出の際に

経由すべき所得税法第 203 条の 6 第 1 項

に規定する公的年金等の支払者(以下この

条において「公的年金等支払者」という。)

から毎年最初に公的年金等の支払を受け

る日の前日までに，施行規則で定めるとこ

ろにより，次に掲げる事項を記載した申告

書を，当該公的年金等支払者を経由して，

市長に提出しなければならない。

第 36 条の 3 の 3 所得税法第 203 条の 6 第

1 項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者又は法の施

行地において同項に規定する公的年金等

(所得税法第 203 条の 7の規定の適用を受

けるものを除く。以下この項において「公

的年金等」という。)の支払を受ける者で

あって，扶養親族(控除対象扶養親族を除

く。)を有する者(以下この条において「公

的年金等受給者」という。)で市内に住所

を有するものは，当該申告書の提出の際に

経由すべき所得税法第 203 条の 6 第 1 項

に規定する公的年金等の支払者(以下この

条において「公的年金等支払者」という。)

から毎年最初に公的年金等の支払を受け

る日の前日までに，施行規則で定めるとこ

ろにより，次に掲げる事項を記載した申告

書を，当該公的年金等支払者を経由して，

市長に提出しなければならない。

(1)から(3)まで (略) (1)から(3)まで (略)

2 から 5まで (略) 2 から 5まで (略)

付 則 付 則

(個人の市民税の所得割の非課税の範囲

等)

(個人の市民税の所得割の非課税の範囲

等)

第 5条 当分の間，市民税の所得割を課すべ

き者のうち，その者の前年の所得について

第 33 条の規定により算定した総所得金

額，退職所得金額及び山林所得金額の合計

額が，35 万円にその者の同一生計配偶者

第 5条 当分の間，市民税の所得割を課すべ

き者のうち，その者の前年の所得について

第 33 条の規定により算定した総所得金

額，退職所得金額及び山林所得金額の合計

額が，35 万円にその者の同一生計配偶者
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付 則

（施行期日）

第１条 この条例は，令和４年１月１日から施行する。ただし，第２４条第２項及び

第３６条の３の３第１項の改正規定並びに付則第５条第１項の改正規定並びに次

条第２項の規定は，令和６年１月１日から施行する。

（市民税に関する経過措置）

第２条 この条例による改正後の取手市税条例（次項において「新条例」という。）第

３４条の７第１項第２号の規定は，所得割の納税義務者が令和３年４月１日以後に

支出する同号に規定する寄附金又は金銭について適用し，所得割の納税義務者が同

日前に支出したこの条例による改正前の取手市税条例第３４条の７第１項第２号

に規定する寄附金又は金銭については，なお従前の例による。

２ 新条例の規定中個人の市民税に関する部分は，令和６年度以後の年度分の個人の

市民税について適用し，令和５年度分までの個人の市民税については，なお従前の

例による。

及び扶養親族(年齢 16 歳未満の者及び控

除対象扶養親族に限る。以下この項におい

て同じ。)の数に 1を加えた数を乗じて得

た金額に 10 万円を加算した金額(その者

が同一生計配偶者又は扶養親族を有する

場合には，当該金額に 32 万円を加算した

金額)以下である者に対しては，第 23 条第

1項の規定にかかわらず，市民税の所得割

(分離課税に係る所得割を除く。)を課さな

い。

及び扶養親族の数に 1 を加えた数を乗じ

て得た金額に 10 万円を加算した金額(そ

の者が同一生計配偶者又は扶養親族を有

する場合には，当該金額に 32 万円を加算

した金額)以下である者に対しては，第 23

条第 1項の規定にかかわらず，市民税の所

得割(分離課税に係る所得割を除く。)を課

さない。

2及び 3 (略) 2 及び 3 (略)

(特定一般用医薬品等購入費を支払った場

合の医療費控除の特例)

(特定一般用医薬品等購入費を支払った場

合の医療費控除の特例)

第 6 条 平成 30 年度から令和 9年度までの

各年度分の個人の市民税に限り，法附則第

4条の4第 3項の規定に該当する場合にお

ける第 34 条の 2 の規定による控除につい

ては，その者の選択により，同条中「同条

第 1項」とあるのは「同条第 1項(第 2号

を除く。)」と，「まで」とあるのは「まで

並びに法附則第 4 条の 4 第 3 項の規定に

より読み替えて適用される法第314条の2

第 1項(第 2号に係る部分に限る。)」とし

て，同条の規定を適用することができる。

第 6条 平成 30 年度から令和 4年度までの

各年度分の個人の市民税に限り，法附則第

4条の4第 3項の規定に該当する場合にお

ける第 34 条の 2の規定による控除につい

ては，その者の選択により，同条中「同条

第 1項」とあるのは「同条第 1項(第 2号

を除く。)」と，「まで」とあるのは「まで

並びに法附則第 4 条の 4 第 3 項の規定に

より読み替えて適用される法第314条の2

第 1項(第 2号に係る部分に限る。)」とし

て，同条の規定を適用することができる。
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議案第３５号

取手市個人情報保護条例及び取手市個人番号の利用及び特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正する条例について

取手市個人情報保護条例（平成１２年条例第７号）及び取手市個人番号の利用及び

特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年条例第３７号）の一部を別紙のとおり

改正する。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の改正

に伴い，引用条項を整理するとともに，同法に規定する情報提供ネットワークシステ

ムの所管が総務省からデジタル庁に変更されることに伴う所要の整理を行うため，本

条例の一部を改正するものです。
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取手市個人情報保護条例及び取手市個人番号の利用及び特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正する条例

（取手市個人情報保護条例の一部改正）

第１条 取手市個人情報保護条例（平成１２年条例第７号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。

（取手市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正）

第２条 取手市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年条

例第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。

改正後 改正前

(個人情報の提供先への通知) (個人情報の提供先への通知)

第 23 条の 2 実施機関は，訂正の決定等に

基づき個人情報を訂正した場合において，

必要があると認めるときは，当該個人情報

の提供先(情報提供等記録にあっては，内

閣総理大臣及び番号法第 19 条第 8 号に規

定する情報照会者若しくは情報提供者又

は同条第 9 号に規定する条例事務関係情

報照会者若しくは条例事務関係情報提供

者(当該訂正に係る番号法第 23 条第 1 項

及び第 2 項(これらの規定を番号法第 26

条において準用する場合を含む。)に規定

する記録に記録された者であって，当該実

施機関以外のものに限る。))に対し，遅滞

なく，その旨を通知するものとする。

第 23 条の 2 実施機関は，訂正の決定等に

基づき個人情報を訂正した場合において，

必要があると認めるときは，当該個人情報

の提供先(情報提供等記録にあっては，総

務大臣及び番号法第 19 条第 7号に規定す

る情報照会者若しくは情報提供者又は同

条第 8 号に規定する条例事務関係情報照

会者若しくは条例事務関係情報提供者(当

該訂正に係る番号法第 23 条第 1 項及び第

2項(これらの規定を番号法第26条におい

て準用する場合を含む。)に規定する記録

に記録された者であって，当該実施機関以

外のものに限る。))に対し，遅滞なく，そ

の旨を通知するものとする。

改正後 改正前

(趣旨) (趣旨)

第 1条 この条例は，行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律(平成 25 年法律第 27 号。以下

「法」という。)第 9条第 2項の規定に基

づく個人番号の利用及び法第 19 条第 11

第 1 条 この条例は，行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律(平成 25 年法律第 27 号。以下

「法」という。)第 9 条第 2項の規定に基

づく個人番号の利用及び法第 19 条第 10



- 3 -

付 則

この条例は，令和３年９月１日から施行する。

号の規定に基づく特定個人情報の提供に

関し，必要な事項を定めるものとする。

号の規定に基づく特定個人情報の提供に

関し，必要な事項を定めるものとする。

(特定個人情報の提供) (特定個人情報の提供)

第 5 条 法第 19 条第 11 号の条例で定める

特定個人情報を提供することができる場

合は，市長が教育委員会に対し，又は教育

委員会が市長に対し，法別表第 2の第 2欄

に掲げる事務を処理するために必要な同

表の第 4 欄に掲げる特定個人情報の提供

を求めた場合において，市長又は教育委員

会が当該特定個人情報を提供するときと

する。

第 5 条 法第 19 条第 10 号の条例で定める

特定個人情報を提供することができる場

合は，市長が教育委員会に対し，又は教育

委員会が市長に対し，法別表第 2の第 2欄

に掲げる事務を処理するために必要な同

表の第 4 欄に掲げる特定個人情報の提供

を求めた場合において，市長又は教育委員

会が当該特定個人情報を提供するときと

する。

2 (略) 2 (略)
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議案第３６号

取手市手数料条例の一部を改正する条例について

取手市手数料条例（平成１１年条例第２３号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律が改正さ

れ，地方公共団体情報システム機構（Ｊ－ＬＩＳ）が個人番号カードを発行する主体と

して明確に位置付けられるとともに，個人番号カードの再交付に係る手数料の徴収の

事務については同機構が市区町村長に委託して行う形に位置付けが改められることに

伴い，本条例中の関連する項目を削除するため，本条例の一部を改正するものです。
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取手市手数料条例の一部を改正する条例

取手市手数料条例（平成１１年条例第２３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

改正前（対応する改正後の欄はこの欄の次に記載）

別表第 1(第 2条関係)

手数料を徴収する事務 手数料の名称 手数料の額

(1)から(14)まで (略) (略) (略)

(15) 行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に

関する法律に規定する個人番号、個

人番号カード、特定個人情報の提供

等に関する省令(平成 26 年総務省

令第 85号)第 28 条第 1項の規定に

よる個人番号カードの再交付又は

行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律施行令(平成26年政令第155

号)第 15 条第 2 項から第 4 項まで

の規定による個人番号カードの返

納後の個人番号カードの再交付。た

だし，次に掲げる場合を除く。

ア 個人番号又は住民票コードの

変更による個人番号カードの返

納後の再交付の場合

イ 国外転出による個人番号カー

ドの返納後の再交付の場合

個人番号カード再交付手数料 1件 800円

(16)から(129)まで (略) (略) (略)
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付 則

この条例は，令和３年９月１日から施行する。

改正後（対応する改正前の欄はこの欄の前に記載）

別表第 1(第 2条関係)

手数料を徴収する事務 手数料の名称 手数料の額

(1)から(14)まで (略) (略) (略)

(15)から(128)まで (略) (略) (略)
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議案第３７号

取手市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例について

取手市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成２６年条例第２３号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等

の運営に関する基準（内閣府令）の改正に伴い，本市においても当該府令基準に基づ

いて所要の整理を行うため，本条例の一部を改正するものです。
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取手市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例

取手市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成２６年条例第２３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

改正後 改正前

(特定教育・保育施設等との連携) (特定教育・保育施設等との連携)

第 42 条 (略) 第 42 条 (略)

2 及び 3 (略) 2 及び 3 (略)

4 市長は，次の各号のいずれかに該当する

ときは，第 1項第 3号の規定を適用しない

ことができる。

4 市長は，次の各号のいずれかに該当する

ときは，第 1項第 3号の規定を適用しない

ことができる。

(1) 市長が，児童福祉法第 24 条第 3 項

(同法第 73 条第 1 項の規定により読み

替えて適用する場合を含む。)の規定に

よる調整を行うに当たって，特定地域型

保育事業者による特定地域型保育の提

供を受けていた満 3 歳未満保育認定子

どもを優先的に取り扱う措置その他の

特定地域型保育事業者による特定地域

型保育の提供の終了に際して，当該満 3

歳未満保育認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者の希望に基づき，引き続

き必要な教育・保育が提供されるよう必

要な措置を講じているとき。

(1) 市長が，児童福祉法第 24 条第 3項の

規定による調整を行うに当たって，特定

地域型保育事業者による特定地域型保

育の提供を受けていた満 3 歳未満保育

認定子どもを優先的に取り扱う措置そ

の他の特定地域型保育事業者による特

定地域型保育の提供の終了に際して，当

該満 3 歳未満保育認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者の希望に基づ

き，引き続き必要な教育・保育が提供さ

れるよう必要な措置を講じているとき。

(2) (略) (2) (略)

5 前項(第 2号に係る部分に限る。)の場合

において，特定地域型保育事業者は，児童

福祉法第 59 条第 1項に規定する施設のう

ち次に掲げるもの(入所定員が 20 人以上

のものに限る。)であって，市長が適当と

認めるものを第 1 項第 3 号に掲げる事項

に係る連携協力を行う施設として適切に

確保しなければならない。

5 前項(第 2号に係る部分に限る。)の場合

において，特定地域型保育事業者は，児童

福祉法第 59 条第 1項に規定する施設のう

ち，次に掲げるもの(入所定員が 20 人以上

のものに限る。)であって，市長が適当と

認めるものを第 1 項第 3 号に掲げる事項

に係る連携協力を行う者として適切に確

保しなければならない。

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略)
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付 則

この条例は，公布の日から施行する。

6 から 9まで (略) 6 から 9まで (略)
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議案第３８号

取手市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例について

取手市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条

例第２２号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（厚生労働省令）の改正により，家

庭的保育事業者等における諸記録の作成，保存等について，書面に代えて電磁的記録

による方法が認められることを踏まえ，本市においても当該省令基準に従い同様の措

置を講ずるほか，所要の整理を行うため，本条例の一部を改正するものです。
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取手市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例

取手市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条

例第２２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

改正後 改正前

目次 目次

第 1章から第 4章まで (略) 第 1章から第 4章まで (略)

第 5章 事業所内保育事業(第 42条～第 4

8条)

第 5章 事業所内保育事業(第 42条～第 4

8 条)

第 6章 雑則(第 49 条)

付則 付則

(保育所等との連携) (保育所等との連携)

第 6 条 家庭的保育事業者等(居宅訪問型保

育事業を行う者(以下「居宅訪問型保育事

業者」という。)を除く。以下この条，次

条第 1項，第 14 条第 1項及び第 2項，第

15 条第 1項，第 2項及び第 5項，第 16 条

並びに第 17 条第 1項から第 3項まで並び

に付則第 3条において同じ。)は，利用乳

幼児に対する保育が適正かつ確実に行わ

れ，及び家庭的保育事業者等による保育の

提供の終了後も満 3 歳以上の児童に対し

て必要な教育(教育基本法(平成 18 年法律

第 120 号)第 6 条第 1項に規定する法律に

定める学校において行われる教育をいう。

以下この条において同じ。)又は保育が継

続的に提供されるよう，次に掲げる事項に

係る連携協力を行う保育所(子ども・子育

て支援法(平成 24 年法律第 65 号)第 7 条

第 4項に規定する保育所をいう。)，幼稚

園(同項に規定する幼稚園をいう。)又は認

定こども園(同項に規定する認定こども園

をいう。)(以下「連携施設」という。)を

適切に確保しなければならない。

第 6条 家庭的保育事業者等(居宅訪問型保

育事業を行う者(以下「居宅訪問型保育事

業者」という。)を除く。以下この条，次

条第 1項，第 14 条第 1項及び第 2項，第

15 条第 1項，第 2項及び第 5項，第 16 条

並びに第 17 条第 1項から第 3項まで並び

に付則第 3条において同じ。)は，利用乳

幼児に対する保育が適正かつ確実に行わ

れ，及び家庭的保育事業者等による保育の

提供の終了後も満 3 歳以上の児童に対し

て必要な教育(教育基本法(平成 18 年法律

第 120 号)第 6 条第 1項に規定する法律に

定める学校において行われる教育をいう。

第 3号において同じ。)又は保育が継続的

に提供されるよう，次に掲げる事項に係る

連携協力を行う保育所(子ども・子育て支

援法(平成 24 年法律第 65 号)第 7 条第 4

項に規定する保育所をいう。)，幼稚園(同

項に規定する幼稚園をいう。)又は認定こ

ども園(同項に規定する認定こども園をい

う。)(以下「連携施設」という。)を適切

に確保しなければならない。
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(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略)

(3) 当該家庭的保育事業者等により保育

の提供を受けていた利用乳幼児(事業所

内保育事業の利用乳幼児にあっては，第

42 条に規定するその他の乳児又は幼児

に限る。以下この号及び第 4項第 1号に

おいて同じ。)を，当該保育の提供の終

了に際して，当該利用乳幼児に係る保護

者の希望に基づき，引き続き当該連携施

設において受け入れて教育又は保育を

提供すること。

(3) 当該家庭的保育事業者等により保育

の提供を受けていた利用乳幼児(事業所

内保育事業の利用乳幼児にあっては，第

42 条に規定するその他の乳児又は幼児

に限る。以下この号において同じ。)を，

当該保育の提供の終了に際して，当該利

用乳幼児に係る保護者の希望に基づき，

引き続き当該連携施設において受け入

れて教育又は保育を提供すること。

2から 4まで (略) 2 から 4まで (略)

5 前項(第 2号に該当する場合に限る。)の

場合において，家庭的保育事業者等は，法

第 59 条第 1項に規定する施設のうち次に

掲げるもの(入所定員が 20 人以上のもの

に限る。)であって，市長が適当と認める

ものを第 1 項第 3 号に掲げる事項に係る

連携協力を行う施設として適切に確保し

なければならない。

5 前項(第 2号に該当する場合に限る。)の

場合において，家庭的保育事業者等は，法

第 59 条第 1項に規定する施設のうち，次

に掲げるもの(入所定員が 20 人以上のも

のに限る。)であって，市長が適当と認め

るものを第 1 項第 3 号に掲げる事項に係

る連携協力を行う者として適切に確保し

なければならない。

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略)

第 6 章 雑則

(電磁的記録)

第 49 条 家庭的保育事業者等及びその職員

は，記録，作成その他これらに類するもの

のうち，この条例の規定において書面(書

面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，

複本その他文字，図形等人の知覚によって

認識することができる情報が記載された

紙その他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。)で行うことが規定されている

又は想定されるものについては，書面に代

えて，当該書面に係る電磁的記録(電子的

方式，磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られ

る記録であって，電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。)により行

うことができる。
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付 則

この条例は，公布の日から施行する。ただし，目次の改正規定及び本則に１章を加

える改正規定は，令和３年７月１日から施行する。
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議案第３９号

取手市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例について

取手市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例（平成２

５年条例第１６号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

移動等円滑化のために必要な道路の構造及び旅客特定車両停留施設を使用した役

務の提供の方法に関する基準を定める省令（国土交通省令）の改正に伴い，旅客特定

車両停留施設の構造に関する基準を新たに追加するなど，本市においても当該省令基

準と同様の措置を講ずるため，本条例の一部を改正するものです。
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取手市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例

取手市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例（平成２

５年条例第１６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

改正後 改正前

目次 目次

第 1章 総則(第 1条～第 2条の 2) 第 1 章 総則(第 1条・第 2条)

第 2 章 歩道等及び自転車歩行者専用道

路等の構造(第 3条～第 10 条)

第 2 章 歩道等(第 3条～第 10 条)

第 3 章 立体横断施設の構造(第 11 条～

第 16 条)

第3章 立体横断施設(第11条～第16条)

第 4 章 乗合自動車停留所の構造(第 17

条・第 18条)

第 4 章 乗合自動車停留所(第 17 条・第 1

8 条)

第 5 章 自動車駐車場の構造(第 19 条～

第 29 条)

第5章 自動車駐車場(第19条～第29条)

第 6 章 旅客特定車両停留施設の構造(第

30 条～第 40 条)

第 7 章 移動等円滑化のために必要なそ

の他の施設等(第41条～第44条)

第 6 章 移動等円滑化のために必要なそ

の他の施設等(第30条～第33条)

付則 付則

(定義) (定義)

第 2条 この条例において使用する用語は，

法，道路交通法(昭和 35 年法律第 105 号)，

道路構造令(昭和 45 年政令第 320 号)及び

移動等円滑化のために必要な道路の構造

及び旅客特定車両停留施設を使用した役

務の提供の方法に関する基準を定める省

令(平成 18 年国土交通省令第 116 号)にお

いて使用する用語の例による。

第 2条 この条例において使用する用語は，

法，道路交通法(昭和 35 年法律第 105 号)，

道路構造令(昭和 45 年政令第 320 号)，移

動等円滑化のために必要な道路の構造に

関する基準を定める省令(平成 18 年国土

交通省令第 116 号)において使用する用語

の例による。

(災害等の場合の適用除外)

第2条の2 災害等のため一時使用する旅客

特定車両停留施設の構造及び設備につい

ては，この条例の規定によらないことがで

きる。
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第 2 章 歩道等及び自転車歩行者専

用道路等の構造

第 2章 歩道等

(歩道) (歩道)

第 3 条 道路(自転車歩行者道を設ける道

路，自転車歩行者専用道路及び歩行者専用

道路を除く。)には，歩道を設けるものと

する。

第 3条 道路(自転車歩行者道を設ける道路

を除く。)には，歩道を設けるものとする。

(有効幅員) (有効幅員)

第 4条 歩道の有効幅員は，取手市道の構造

の技術的基準等を定める条例(平成 25 年

条例第 15 号。以下「道路構造条例」とい

う。)第 11 条第 3項に規定する幅員の値以

上とするものとする。

第 4条 歩道の有効幅員は，取手市道の構造

の技術的基準等を定める条例(平成 25 年

条例第 15 号)第 11 条第 3項に規定する幅

員の値以上とするものとする。

2 自転車歩行者道の有効幅員は，道路構造

条例第 10 条第 2 項に規定する幅員の値以

上とするものとする。

2 自転車歩行者道の有効幅員は，取手市道

の構造の技術的基準等を定める条例第 10

条第 2 項に規定する幅員の値以上とする

ものとする。

3 自転車歩行者専用道路の有効幅員は，道

路構造条例第 41 条第 1項に規定する幅員

の値以上とするものとする。

4 歩行者専用道路の有効幅員は，道路構造

条例第 42 条第 1 項に規定する幅員の値以

上とするものとする。

5 歩道若しくは自転車歩行者道(以下「歩道

等」という。)又は自転車歩行者専用道路

若しくは歩行者専用道路(以下「自転車歩

行者専用道路等」という。)の有効幅員は，

当該歩道等又は自転車歩行者専用道路等

の高齢者，障害者等の交通の状況を考慮し

て定めるものとする。

3 歩道又は自転車歩行者道(以下「歩道等」

という。)の有効幅員は，当該歩道等の高

齢者，障害者等の交通の状況を考慮して定

めるものとする。

(舗装) (舗装)

第 5 条 歩道等又は自転車歩行者専用道路

等の舗装は，雨水を地下に円滑に浸透させ

ることができる構造とするものとする。た

だし，道路の構造，気象状況その他の特別

の状況によりやむを得ない場合において

は，この限りでない。

第 5条 歩道等の舗装は，雨水を地下に円滑

に浸透させることができる構造とするも

のとする。ただし，道路の構造，気象状況

その他の特別の状況によりやむを得ない

場合においては，この限りでない。

2 歩道等又は自転車歩行者専用道路等の舗

装は，平たんで，滑りにくく，かつ，水は

けの良い仕上げとするものとする。

2 歩道等の舗装は，平たんで，滑りにくく，

かつ，水はけの良い仕上げとするものとす

る。
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(勾配) (勾配)

第 6 条 歩道等又は自転車歩行者専用道路

等の縦断勾配は，5パーセント以下とする

ものとする。ただし，地形の状況その他の

特別の理由によりやむを得ない場合にお

いては，8パーセント以下とすることがで

きる。

第 6条 歩道等の縦断勾配は，5パーセント

以下とするものとする。ただし，地形の状

況その他の特別の理由によりやむを得な

い場合においては，8パーセント以下とす

ることができる。

2 歩道等(車両乗入れ部を除く。)又は自転

車歩行者専用道路等の横断勾配は，1パー

セント以下とするものとする。ただし，前

条第 1 項ただし書に規定する場合又は地

形の状況その他の特別の理由によりやむ

を得ない場合においては，2パーセント以

下とすることができる。

2 歩道等(車両乗入れ部を除く。)の横断勾

配は，1 パーセント以下とするものとす

る。ただし，前条第 1項ただし書に規定す

る場合又は地形の状況その他の特別の理

由によりやむを得ない場合においては，2

パーセント以下とすることができる。

第 3章 立体横断施設の構造 第 3章 立体横断施設

(エレベーター) (エレベーター)

第 12 条 移動等円滑化された立体横断施設

に設けるエレベーターは，次に掲げる構造

とするものとする。

第 12 条 移動等円滑化された立体横断施設

に設けるエレベーターは，次に掲げる構造

とするものとする。

(1) 籠(人を乗せ昇降する部分をいう。以

下同じ。)の内法幅は 1.5 メートル以上
のり

とし，内法奥行きは 1.5 メートル以上と

すること。

(1) 籠(人を乗せ昇降する部分をいう。以

下同じ。)の内法幅は 1.5 メートル以上
のり

とし，内法奥行きは 1.5 メートル以上と
のり

すること。

(2) 前号の規定にかかわらず，籠の出入

口が複数あるエレベーターであって，車

椅子使用者が円滑に乗降できる構造の

もの(開閉する籠の出入口を音声により

知らせる設備が設けられているものに

限る。)にあっては，内法幅は 1.4 メー

トル以上とし，内法奥行きは 1.35 メー

トル以上とすること。

(2) 前号の規定にかかわらず，籠の出入

口が複数あるエレベーターであって，車

椅子使用者が円滑に乗降できる構造の

もの(開閉する籠の出入口を音声により

知らせる装置が設けられているものに

限る。)にあっては，内法幅は 1.4 メー
のり

トル以上とし，内法奥行きは 1.35 メー
のり

トル以上とすること。

(3)及び(4) (略) (3)及び(4) (略)

(5) 籠及び昇降路の出入口の戸にガラス

その他これに類するものがはめ込まれ

ていること又は籠外及び籠内に画像を

表示する設備が設置されていることに

より，籠外にいる者と籠内にいる者が互

いに視覚的に確認できる構造とするこ

と。

(5) 籠及び昇降路の出入口の戸にガラス

その他これに類するものがはめ込まれ

ていることにより，籠外から籠内が視覚

的に確認できる構造とすること。
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(6)及び(7) (略) (6)及び(7) (略)

(8) 籠内に，籠が停止する予定の階及び

籠の現在位置を表示する設備を設ける

こと。

(8) 籠内に，籠が停止する予定の階及び

籠の現在位置を表示する装置を設ける

こと。

(9) 籠内に，籠が到着する階並びに籠及

び昇降路の出入口の戸の閉鎖を音声に

より知らせる設備を設けること。

(9) 籠内に，籠が到着する階並びに籠及

び昇降路の出入口の戸の閉鎖を音声に

より知らせる装置を設けること。

(10)から(12)まで (略) (10)から(12)まで (略)

(13) 停止する階が 3 以上であるエレベ

ーターの乗降口には，到着する籠の昇降

方向を音声により知らせる設備を設け

ること。ただし，籠内に籠及び昇降路の

出入口の戸が開いた時に籠の昇降方向

を音声により知らせる設備が設けられ

ている場合においては，この限りでな

い。

(13) 停止する階が 3 以上であるエレベ

ーターの乗降口には，到着する籠の昇降

方向を音声により知らせる装置を設け

ること。ただし，籠内に籠及び昇降路の

出入口の戸が開いた時に籠の昇降方向

を音声により知らせる装置が設けられ

ている場合においては，この限りでな

い。

(傾斜路) (傾斜路)

第 13 条 移動等円滑化された立体横断施設

に設ける傾斜路(その踊場を含む。以下こ

の条において同じ。)は，次に掲げる構造

とするものとする。

第 13 条 移動等円滑化された立体横断施設

に設ける傾斜路(その踊場を含む。以下同

じ。)は，次に掲げる構造とするものとす

る。

(1)から(10)まで (略) (1)から(10)まで (略)

第 4章 乗合自動車停留所の構造 第 4章 乗合自動車停留所

第 5章 自動車駐車場の構造 第 5章 自動車駐車場

第 29 条 (略) 第 29 条 (略)

第 6 章 旅客特定車両停留施設の構

造

(通路)

第 30 条 公共用通路(旅客特定車両停留施

設に旅客特定車両(道路法施行規則(昭和

27 年建設省令第 25 号)第 1 条第 1 号から

第 3号までに掲げる自動車をいう。以下同

じ。)が停留することができる時間内にお

いて常時一般交通の用に供されている一

般交通用施設であって，旅客特定車両停留

施設の外部にあるものをいう。以下同じ。)

から旅客特定車両の乗降口に至る通路の

うち，乗降場ごとに 1以上の通路は，次に

掲げる構造とするものとする。
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(1) 有効幅員は，1.4 メートル以上とす

ること。ただし，構造上の理由によりや

むを得ない場合においては，通路の末端

の付近の広さを車椅子の転回に支障の

ないものとし，かつ，50 メートル以内ご

とに車椅子が転回することができる広

さの場所を設けた上で，有効幅員を 1.2

メートル以上とすることができる。

(2) 戸を設ける場合は，当該戸は，次に

掲げる構造とすること。

ア 有効幅は，90 センチメートル以上

とすること。ただし，構造上の理由に

よりやむを得ない場合においては，8

0 センチメートル以上とすることが

できる。

イ 自動的に開閉する構造又は高齢者，

障害者等が容易に開閉して通過でき

る構造とすること。

(3) 車椅子使用者が通過する際に支障と

なる段差を設けないこと。ただし，傾斜

路を設ける場合においては，この限りで

ない。

2 前項の 1以上の通路(以下「移動等円滑化

された通路」という。)において床面に高

低差がある場合は，エレベーター又は傾斜

路を設けるものとする。ただし，構造上の

理由によりやむを得ない場合においては，

エスカレーター(構造上の理由によりエス

カレーターを設置することが困難である

場合は，エスカレーター以外の昇降機であ

って車椅子使用者の円滑な利用に適した

構造のもの)をもってこれに代えることが

できる。

3 旅客特定車両停留施設に隣接しており，

かつ，旅客特定車両停留施設と一体的に利

用される他の施設のエレベーター(第 32

条の基準に適合するものに限る。)又は傾

斜路(第 33 条の基準に適合するものに限

る。)を利用することにより高齢者，障害

者等が旅客特定車両停留施設に旅客特定

車両が停留することができる時間内にお
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いて常時公共用通路と旅客特定車両の乗

降口との間の移動を円滑に行うことがで

きる場合は，前項の規定によらないことが

できる。管理上の理由により昇降機を設置

することが困難である場合も，また同様と

する。

4 旅客特定車両停留施設の通路は，次に掲

げる構造とするものとする。

(1) 床の表面は，平たんで，滑りにくい

仕上げとすること。

(2) 段差を設ける場合は，当該段差は，

次に掲げる構造とすること。

ア 踏面の端部の全体とその周囲の部

分との色の輝度比が大きいこと等に

より段差を容易に識別できるものと

すること。

イ 段鼻の突き出しその他のつまずき

の原因となるものを設けない構造と

すること。

(出入口)

第 31 条 移動等円滑化された通路と公共用

通路の出入口は，次に掲げる構造とするも

のとする。

(1) 有効幅は，90 センチメートル以上と

すること。ただし，構造上の理由により

やむを得ない場合においては，80 セン

チメートル以上とすることができる。

(2) 戸を設ける場合は，当該戸は，次に

掲げる構造とすること。

ア 有効幅は，90 センチメートル以上

とすること。ただし，構造上の理由に

よりやむを得ない場合においては，8

0 センチメートル以上とすることが

できる。

イ 自動的に開閉する構造又は高齢者，

障害者等が容易に開閉して通過でき

る構造とすること。

(3) 車椅子使用者が通過する際に支障と

なる段差を設けないこと。ただし，傾斜

路を設ける場合においては，この限りで

ない。
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(エレベーター)

第 32 条 移動等円滑化された通路に設ける

エレベーターは，次に掲げる構造とするも

のとする。

(1) 籠の内法幅は 1.4 メートル以上と

し，内法奥行きは 1.35 メートル以上と

すること。ただし，籠の出入口が複数あ

るエレベーターであって，車椅子使用者

が円滑に乗降できる構造のもの(開閉す

る籠の出入口を音声により知らせる設

備が設けられているものに限る。)にあ

っては，この限りでない。

(2) 籠及び昇降路の出入口の有効幅は，

80センチメートル以上とすること。

(3) 籠内に，車椅子使用者が乗降する際

に籠及び昇降路の出入口を確認するた

めの鏡を設けること。ただし，第 1号た

だし書の構造のエレベーターにあって

は，この限りでない。

2 第12条第5号から第13号までの規定は，

移動等円滑化された通路に設けるエレベ

ーターについて準用する。

3 移動等円滑化された通路に設けるエレベ

ーターの台数，籠の内法幅及び内法奥行き

は，旅客特定車両停留施設の高齢者，障害

者等の利用の状況を考慮して定めるもの

とする。

(傾斜路)

第 33 条 移動等円滑化された通路に設ける

傾斜路(その踊場を含む。以下この条にお

いて同じ。)は，次に掲げる構造とするも

のとする。ただし，構造上の理由によりや

むを得ない場合においては，この限りでな

い。

(1) 有効幅員は，1.2 メートル以上とす

ること。ただし，階段に併設する場合に

おいては，90 センチメートル以上とす

ることができる。

(2) 縦断勾配は，8パーセント以下とす

ること。ただし，傾斜路の高さが 16 セ

ンチメートル以下の場合は，12 パーセ
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ント以下とすることができる。

(3) 高さが 75 センチメートルを超える

傾斜路にあっては，高さ 75 センチメー

トル以内ごとに踏み幅 1.5 メートル以

上の踊場を設けること。

2 移動等円滑化された通路に設ける傾斜路

の床の表面は，平たんで，滑りにくい仕上

げとすること。

3 第 13 条第 3号から第 5号まで，第 7号，

第 8号及び第 10 号の規定は，移動等円滑

化された通路に設ける傾斜路について準

用する。

(エスカレーター)

第 34 条 移動等円滑化された通路に設ける

エスカレーターは，次に掲げる構造とする

ものとする。ただし，第 3号及び第 4号に

ついては，複数のエスカレーターが隣接し

た位置に設けられる場合は，そのうち 1の

みが適合していれば足りるものとする。

(1) 上り専用のものと下り専用のものを

それぞれ設置すること。ただし，旅客が

同時に双方向に移動することがない場

合においては，この限りでない。

(2) エスカレーターの上端及び下端に近

接する通路の床面等において，当該エス

カレーターへの進入の可否を示すこと。

ただし，上り専用又は下り専用でないエ

スカレーターにおいては，この限りでな

い。

(3) 踏み段の有効幅は，80センチメート

ル以上とすること。

(4) 踏み段の面を車椅子使用者が円滑に

昇降するために必要な広さとすること

ができる構造であり，かつ，車止めが設

けられていること。

2 第 14 条第 2号から第 5号までの規定は，

移動等円滑化された通路に設けるエスカ

レーターについて準用する。

3 移動等円滑化された通路に設けるエスカ

レーターには，当該エスカレーターの行き

先及び昇降方向を音声により知らせる設
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備を設けるものとする。

(階段)

第 35 条 第 16 条第 2号から第 8号まで，第

10 号及び第 11 号の規定は，移動等円滑化

された通路に設ける階段について準用す

る。

(乗降場)

第 36 条 旅客特定車両停留施設の乗降場

は，次に掲げる構造とするものとする。

(1) 床の表面は，平たんで，滑りにくい

仕上げとすること。

(2) 旅客特定車両の通行方向に平行する

方向の縦断勾配は，5パーセント以下と

すること。ただし，地形の状況その他の

特別の理由によりやむを得ない場合に

おいては，8パーセント以下とすること

ができる。

(3) 横断勾配は，1パーセント以下とす

ること。ただし，誘導車路の構造，気象

状況又は地形の状況その他の特別の理

由によりやむを得ない場合においては，

2パーセント以下とすることができる。

(4) 乗降場の縁端のうち，誘導車路その

他の旅客特定車両の通行，停留又は駐車

の用に供する場所(以下この号において

「旅客特定車両用場所」という。)に接

する部分には，柵，視覚障害者誘導用ブ

ロックその他の視覚障害者の旅客特定

車両用場所への進入を防止するための

設備が設けられていること。

(5) 当該乗降場に接して停留する旅客特

定車両に車椅子使用者が円滑に乗降で

きる構造のものであること。

(運行情報提供設備)

第 37 条 旅客特定車両の運行に関する情報

を文字等により表示するための設備及び

音声により提供するための設備を設ける

ものとする。ただし，電気設備がない場合

その他技術上の理由によりやむを得ない

場合は，この限りでない。

(便所)
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第38条 第27条から第29条までの規定は，

旅客特定車両停留施設に便所を設ける場

合について準用する。この場合において，

第 28 条第 1項第 1号中「第 22 条に規定す

る通路」とあるのは「移動等円滑化された

通路」と，「同条各号」とあるのは「第 22

条各号」と読み替えるものとする。

(乗車券等販売所，待合所及び案内所)

第 39 条 乗車券等販売所を設ける場合は，

そのうち 1以上は，次に掲げる構造とする

ものとする。

(1) 移動等円滑化された通路と乗車券等

販売所との間の通路は，第 30 条第 1項

各号に掲げる基準に適合するものであ

ること。

(2) 出入口を設ける場合は，そのうち 1

以上は，次に掲げる構造とすること。

ア 有効幅は，80 センチメートル以上

とすること。

イ 戸を設ける場合は，当該戸は，次に

掲げる構造とするものとする。

(ア) 有効幅は，80 センチメートル

以上とすること。

(イ) 高齢者，障害者等が容易に開閉

して通過できる構造とすること。

ウ 車椅子使用者が通過する際に支障

となる段差を設けないこと。ただし，

傾斜路を設ける場合においては，この

限りでない。

(3) カウンターを設ける場合は，そのう

ち 1以上は，車椅子使用者の円滑な利用

に適した構造のものであること。ただ

し，常時勤務する者が容易にカウンター

の前に出て対応できる構造である場合

は，この限りでない。

2 前項の規定は，待合所及び案内所を設け

る場合について準用する。

3 乗車券等販売所又は案内所(勤務する者

を置かないものを除く。)は，聴覚障害者

が文字により意思疎通を図るための設備

を設けるものとする。この場合において，



- 12 -

当該設備を保有している旨を当該乗車券

等販売所又は案内所に表示するものとす

る。

(券売機)

第 40 条 乗車券等販売所に券売機を設ける

場合は，そのうち 1以上は，高齢者，障害

者等の円滑な利用に適した構造とするも

のとする。ただし，乗車券等の販売を行う

者が常時対応する窓口が設置されている

場合は，この限りでない。

第 7 章 移動等円滑化のために必要

なその他の施設等

第 6 章 移動等円滑化のために必要

なその他の施設等

(案内標識)

第 41 条 (略)

(案内標識)

第 30 条 (略)

2 (略) 2 (略)

3 旅客特定車両停留施設のエレベーターそ

の他の昇降機，傾斜路，便所，乗車券等販

売所，待合所，案内所若しくは休憩設備(第

5項において「移動等円滑化のための主要

な設備」という。)又は同項に規定する案

内板その他の設備の付近には，これらの設

備があることを表示する案内標識を設け

るものとする。

4 前項の案内標識は，日本産業規格 Z8210

に適合するものとする。

5 公共用通路に直接通ずる出入口の付近に

は，移動等円滑化のための主要な設備(第

30 条第 3 項前段の規定により昇降機を設

けない場合にあっては，同項前段に規定す

る他の施設のエレベーターを含む。以下こ

の条において同じ。)の配置を表示した案

内板その他の設備を設けるものとする。た

だし，移動等円滑化のための主要な設備の

配置を容易に視認できる場合は，この限り

でない。

6 公共用通路に直接通ずる出入口の付近そ

の他の適切な場所に，旅客特定車両停留施

設の構造及び主要な設備の配置を音，点字

その他の方法により視覚障害者に示すた

めの設備を設けるものとする。
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(視覚障害者誘導用ブロック) (視覚障害者誘導用ブロック)

第 42 条 歩道等，自転車歩行者専用道路等，

立体横断施設の通路，乗合自動車停留所並

びに自動車駐車場及び旅客特定車両停留

施設の通路には，視覚障害者の移動等円滑

化のために必要であると認められる箇所

に，視覚障害者誘導用ブロックを敷設する

ものとする。

第 31 条 歩道等，立体横断施設の通路，乗

合自動車停留所及び自動車駐車場の通路

には，視覚障害者の移動等円滑化のために

必要であると認められる箇所に，視覚障害

者誘導用ブロックを敷設するものとする。

2 前項の規定により視覚障害者誘導用ブロ

ックが敷設された旅客特定車両停留施設

の通路と第 12 条第 11 号の基準に適合す

る乗降口に設ける操作盤，前条第 6項の規

定により設けられる設備(音によるものを

除く。)，便所の出入口及び第 39 条の基準

に適合する乗車券等販売所との間の経路

を構成する通路には，それぞれ視覚障害者

誘導用ブロックを敷設するものとする。た

だし，視覚障害者の誘導を行う者が常駐す

る 2以上の設備がある場合であって，当該

2 以上の設備間の誘導が適切に実施され

るときは，当該 2以上の設備間の経路を構

成する通路については，この限りでない。

3 旅客特定車両停留施設の階段，傾斜路及

びエスカレーターの上端及び下端に近接

する通路には，視覚障害者誘導用ブロック

を敷設するものとする。

4及び 5 (略) 2 及び 3 (略)

(休憩施設) (休憩施設)

第 43 条 歩道等又は自転車歩行者専用道路

等には，適当な間隔でベンチ及びその上屋

を設けるものとする。ただし，これらの機

能を代替するための施設が既に存する場

合その他の特別の理由によりやむを得な

い場合においては，この限りでない。

第 32 条 歩道等には，適当な間隔でベンチ

及びその上屋を設けるものとする。ただ

し，これらの機能を代替するための施設が

既に存する場合その他の特別の理由によ

りやむを得ない場合においては，この限り

でない。

2 旅客特定車両停留施設には，高齢者，障

害者等の休憩の用に供する設備を 1 以上

設けるものとする。ただし，旅客の円滑な

流動に支障を及ぼすおそれのある場合は，

この限りでない。

3 前項の施設に優先席(主として，高齢者，
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付 則

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に新設又は改築の工事中の旅客特定車両停留施設につい

ては，なお従前の例による。

障害者等の優先的な利用のために設けら

れる座席をいう。以下この項において同

じ。)を設ける場合は，その付近に，当該

優先席における優先的に利用することが

できる者を表示する案内標識を設けるも

のとする。

(照明施設) (照明施設)

第 44 条 歩道等，自転車歩行者専用道路等

及び立体横断施設には，照明施設を連続し

て設けるものとする。ただし，夜間におけ

る当該歩道等，自転車歩行者専用道路等及

び立体横断施設の路面の照度が十分に確

保される場合においては，この限りでな

い。

第 33 条 歩道等及び立体横断施設には，照

明施設を連続して設けるものとする。ただ

し，夜間における当該歩道等及び立体横断

施設の路面の照度が十分に確保される場

合においては，この限りでない。

2 乗合自動車停留所，自動車駐車場及び旅

客特定車両停留施設には，高齢者，障害者

等の移動等円滑化のために必要であると

認められる箇所に，照明施設を設けるもの

とする。ただし，夜間における当該乗合自

動車停留所，自動車駐車場及び旅客特定車

両停留施設の路面又は床面の照度が十分

に確保される場合においては，この限りで

ない。

2 乗合自動車停留所及び自動車駐車場に

は，高齢者，障害者等の移動等円滑化のた

めに必要であると認められる箇所に，照明

施設を設けるものとする。ただし，夜間に

おける当該乗合自動車停留所及び自動車

駐車場の路面の照度が十分に確保される

場合においては，この限りでない。



議案第４０号

市道路線の認定について

市道路線を次のとおり認定することについて，道路法第８条第２項の規定により，

議会の議決を求める。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

開発行為により市に帰属した道路について，当該路線を市道として認定するため，

議会の議決を求めるものです。

路線名
起点（番地先）

延長(ｍ) 幅員
最大(ｍ)

終点（番地先） 最小(ｍ)

1-3479 号線
白山八丁目 1862-4

60.50
11.00

白山八丁目 1861-16 6.00

- 1 -



出典：国土地理院発行電子地形図

位 置 図

- 2 -



凡例
路線番号 延長 幅員
1-3479 60.50ｍ 6.00ｍ～11.00ｍ

起点　●　・　終点　

出典：国土地理院発行電子地形図

認 定 図  　

1-3479

- 3 -
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議案第４１号

取手市立藤代小学校校舎大規模改造工事請負契約の締結について

取手市立藤代小学校校舎大規模改造工事につき，次のとおり仮工事請負契約を締結

したので，地方自治法第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第２条の規定により，議会の議決を求める。

記

１ 契約の対象 取手市立藤代小学校校舎大規模改造工事

２ 契 約 金 額 金５５１，１００，０００円

３ 契約の相手方 赤塚・常陽特定建設工事共同企業体

代表構成員 茨城県取手市白山六丁目１２番１４号

赤塚工業株式会社

代表取締役 赤塚 康伸

構成員 茨城県取手市藤代３５７番地８

常陽建設株式会社

代表取締役 飯田 憲一

４ 契 約 方 法 一般競争入札

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾
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契約についての説明資料

１ 工事名称 取手市立藤代小学校校舎大規模改造工事

２ 工事場所 取手市藤代５３番地

３ 工事概要 藤代小学校の校舎は，建築後約４０年が経過し老朽化が著しいた

め，大規模改造工事を実施するとともに，児童等のバリアフリー対

策として，バリアフリートイレを併設したエレベーター棟の増築工

事を実施します。また，非構造部材である体育館のバスケットゴー

ルの耐震改修及び外構工事等を併せて実施し，安全かつ快適な教育

環境の整備を行うものです。

（１）校舎 ＲＣ造 ４階 ４，４３１㎡ S53 年度建築

（小学校部分：３，９４１㎡ 幼稚園部分：４９０㎡）

・外部改修：屋上防水改修，外壁補修及び塗装，スロープ設置等

・内部改修：共用部改修，教室床壁改修，建具改修等

・設備改修：受変電設備改修，ＬＥＤ照明器具改修，給排水衛生設備改修，

消防設備改修等

・バリアフリートイレ併設エレベーター棟増築（４階 ８２㎡）

・その他附帯工事

（２）その他

・非構造部材耐震改修（体育館バスケットゴール）

・ポンプ室改修，倉庫改修，遊具改修，門扉改修，フェンス改修，プール付属

棟解体撤去，飼育小屋解体撤去，敷地通路整備，駐車場整備，外構改修等

・その他附帯工事

４ 工事期間 自 議会の議決の日の翌日

至 令和４年２月２８日

５ 入札参加業者（４業者）

赤塚・常陽特定建設工事共同企業体

岡部・コウキ特定建設工事共同企業体

常総・大竹特定建設工事共同企業体

令和・東匠特定建設工事共同企業体
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参考資料

入 札 調 書

（単位：円）

件 名 取手市立藤代小学校校舎大規模改造工事

履行場所 取手市藤代５３番地 契約方法 一般競争入札

入札会場 取手市役所財政課脇会議室 入札日時
令和３年５月２６日

午前９時

予 定 価 格 \556,710,000 入札書比較価格 \506,100,000

最低制限価格 \486,024,000
最低制限価格

入札書比較価格
\441,840,000

入札者 入札第１回

赤塚・常陽特定建設工事共同企業体 \501,000,000 落札

岡部・コウキ特定建設工事共同企業体 \502,500,000

常総・大竹特定建設工事共同企業体 \503,250,000

令和・東匠特定建設工事共同企業体 \503,700,000

上記金額は，入札者が見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額で

ある。

契約金額 \551,100,000 円
請負者

氏 名

赤塚・常陽特定建設工事共同

企業体

仮契約

年月日
令和３年５月２７日 契約期間

自 議会の議決の日の翌日

至 令和４年２月２８日



県
道

市
道

市
道

市
道

門

門

門

門

門

門

プ
ー
ル

小
プ
ー
ル

吹

そ
の
他
　
1,
09
5
㎡

駐
車
場

運
動
場
敷
地
　
1,
1
10
㎡

運
動
場
敷
地
　
8,
1
74
㎡

駐
輪
場

建
物
敷
地
　
8
,
53
7㎡

④
-
1S
1-
10

藤
代
小
学
校
校
舎
大
規
模
改
造
工
事

⑧
-S
1-
39

工
事
対
象
建
物

校
舎
　
RC
造
　
小
学
校
3,
94
1㎡
＋
幼
稚
園
49
0㎡

グ
ラ
ウ
ン
ド

飼
育
小
屋

⑪
-
S1
-2
7

プ
ー
ル
付
属
棟

体
育
倉
庫

倉
庫

ｷｭ
ｰﾋ
ﾞ
ｸﾙ

受
水
槽

ポ
ン
プ
室

体
育
館

S
造
　
1,
12
5
㎡

- 4 -



- 1 -

議案第４２号

消防ポンプ自動車の取得について

次のとおり財産を取得することについて，地方自治法第９６条第１項第８号及び議

会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により，

議会の議決を求める。

記

１ 財産の内容 消防ポンプ自動車

２ 取 得 金 額 金３１，９６７，２００円

３ 契約の相手方 東京都港区芝五丁目３６番７号 三田ベルジュビル１９階

株式会社モリタ 東京支店

支店長 山北 忠司

４ 契 約 方 法 指名競争入札

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾
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契約についての説明資料

１ 品 名 消防ポンプ自動車

２ 納入場所 取手市消防本部 取手市井野１２６４番地１

３ 取得理由

戸頭消防署に配置されている消防ポンプ自動車は，市内全域における火災をは

じめとした各種災害に対し，第一線を担う消防車両として運用してきましたが，

運用開始から２８年が経過し，経年劣化が進んでいる状況となっています。

複雑多様化する災害対応が求められている状況において，更なる消防力の充実

を図り，緊急時における迅速かつ的確な消防活動をもって市民の安全を守るため，

最新の機能を搭載した車両に更新するものです。

４ 設備概要

消防活動を円滑に行い，各種の消防資機材を積載するための十分なスペースを

有するとともに，四輪駆動のため機動性に優れています。

また，吸水放水能力に優れたポンプを搭載するとともに，最新の電動ホースカ

ーを車両最後部の動力昇降装置上に積載することで，職員の負担が軽減されると

同時に職員の安全が確保され，より迅速確実な消防活動に対応できる車両となっ

ています。

※ 特殊な艤装等
ぎそう

・電動ホースカー ・安全機能付ポンプ操作装置

５ 納入期限 令和３年１２月２０日

６ 入札参加業者（６業者）

株式会社モリタ

有限会社鈴機

株式会社土浦消防センター

有限会社カミス総合防災

小池株式会社

株式会社篠崎ポンプ機械製作所
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参考資料

入 札 調 書

（単位：円）

件 名 消防ポンプ自動車の購入

履行場所 取手市消防本部 契約方法 指名競争入札

入札会場 取手市役所３０２会議室 入札日時
令和３年５月１９日

午前９時３０分

予定価格 \32,053,630 入札書比較価格 －

入札者 入札第１回 入札第２回

株式会社モリタ \32,077,200 \31,967,200 落札

有限会社鈴機 \32,187,200 \32,022,200

株式会社土浦消防センター \32,517,200 辞退

有限会社カミス総合防災 \33,067,200 辞退

小池株式会社 \34,057,200 辞退

株式会社篠崎ポンプ機械製作所 \34,343,200 辞退

契約金額 \31,967,200 円
請負者

氏 名
株式会社モリタ

仮契約

年月日
令和３年５月１９日 契約期間

自 議会の議決の日の翌日

至 令和３年１２月２０日
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議案第４３号

消防団ポンプ自動車の取得について

次のとおり財産を取得することについて，地方自治法第９６条第１項第８号及び議

会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により，

議会の議決を求める。

記

１ 財産の内容 消防団ポンプ自動車

２ 取 得 金 額 金２０，４８４，２００円

３ 契約の相手方 東京都港区芝五丁目３６番７号 三田ベルジュビル１９階

株式会社モリタ 東京支店

支店長 山北 忠司

４ 契 約 方 法 指名競争入札

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾
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契約についての説明資料

１ 品 名 消防団ポンプ自動車

２ 納入場所 取手市消防本部 取手市井野１２６４番地１

３ 取得理由

取手市消防団（第一分団）に配置されている消防ポンプ自動車は，市内におけ

る火災をはじめとした各種災害に対し，地域防災を担う車両として運用してきま

したが，運用開始から２７年が経過し，経年劣化が見られる状況となっています。

複雑多様化する災害への対応が求められている状況において，更なる消防力の

充実を図り，円滑な消防団活動をもって市民の安全を守るため，最新の機能を搭

載した車両に更新するものです。

４ 設備概要

高効率かつ軽量で耐久性を備えたポンプは，メンテナンスフリーで，無給油式

であるため環境に配慮されたものです。また，揚水力も強化されているため，一

般火災はもとより遠距離送水や水害時の排水作業等にも適した車両となってい

ます。

さらに，従来と比べて容易にホースを収納することができるホースカーや，ホ

ースカーが使用できない地域においてホース延長を容易にし，団員の負担を軽減

するホース背負器等の装備を搭載した車両となっています。

※ 特殊な艤装等
ぎそう

・大型無給油式真空ポンプ ・安全機能付ポンプ操作装置

・加納式ホースカー ・ホース背負器

５ 納入期限 令和３年１２月１日

６ 入札参加業者（６業者）

株式会社モリタ

有限会社鈴機

株式会社土浦消防センター

有限会社カミス総合防災

小池株式会社

株式会社篠崎ポンプ機械製作所
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参考資料

入 札 調 書

（単位：円）

件 名 消防団ポンプ自動車の購入

履行場所 取手市消防本部 契約方法 指名競争入札

入札会場 取手市役所３０２会議室 入札日時
令和３年５月１９日

午前９時４０分

予定価格 \20,725,230 入札書比較価格 －

入札者 入札第１回

株式会社モリタ \20,484,200 落札

有限会社鈴機 \20,649,200

株式会社土浦消防センター \20,869,200

有限会社カミス総合防災 \21,914,200

小池株式会社 \22,574,200

株式会社篠崎ポンプ機械製作所 \22,750,200

契約金額 \20,484,200 円
請負者

氏 名
株式会社モリタ

仮契約

年月日
令和３年５月１９日 契約期間

自 議会の議決の日の翌日

至 令和３年１２月１日



議案第４４号

令和３年度取手市一般会計補正予算（第５号）

令和３年度取手市一般会計補正予算（第５号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１３１，２３０千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ３８，０４８，８９３千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表

歳入歳出予算補正」による。

（継続費の補正）

第２条 地方自治法第２１２条第１項の規定による継続費の追加は，「第２表 継続費補正」による。

（地方債の補正）

第３条 既定の地方債の変更は，「第３表 地方債補正」による。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾



歳    入 （単位　千円）

補正前の額 補正額 計

15 国 庫 支 出 金 6,489,338 24,640 6,513,978

 1 国 庫 負 担 金 5,444,091 1,266 5,445,357

 2 国 庫 補 助 金 975,623 23,374 998,997

16 県 支 出 金 2,595,159 13,124 2,608,283

 2 県 補 助 金 506,597 13,124 519,721

19 繰 入 金 911,109 72,266 983,375

 2 基 金 繰 入 金 903,382 72,266 975,648

21 諸 収 入 757,316 7,000 764,316

 6 雑 入 606,705 7,000 613,705

22 市 債 3,398,700 14,200 3,412,900

 1 市 債 3,398,700 14,200 3,412,900

　　　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 37,917,663 131,230 38,048,893

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項
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歳    出 （単位　千円）

補正前の額 補正額 計

 2 総 務 費 5,036,380 5,087 5,041,467

 1 総 務 管 理 費 4,155,365 2,000 4,157,365

 3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 271,182 3,087 274,269

 3 民 生 費 15,546,598 28,151 15,574,749

 1 社 会 福 祉 費 7,188,122 2,803 7,190,925

 2 児 童 福 祉 費 6,157,962 25,348 6,183,310

 4 衛 生 費 2,058,056 5,482 2,063,538

 1 保 健 衛 生 費 1,484,453 5,482 1,489,935

 7 土 木 費 4,416,195 24,752 4,440,947

 3 都 市 計 画 費 3,256,110 24,752 3,280,862

 8 消 防 費 1,850,059 259 1,850,318

 1 消 防 費 1,850,059 259 1,850,318

 9 教 育 費 3,683,375 67,499 3,750,874

 3 中 学 校 費 491,252 1,133 492,385

 4 幼 稚 園 費 40,910 500 41,410

 5 社 会 教 育 費 906,615 22,766 929,381

 6 保 健 体 育 費 569,074 43,100 612,174

　　　　　　　　　 歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 37,917,663 131,230 38,048,893

款 項
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（追　加） （単位　千円）

事 業 名 総 額 年 度 年 割 額

令 和 3 年 度 15,000

令 和 4 年 度 106,666

令 和 5 年 度 161,666

第　２　表　　継　続　費　補　正

款 項

7 土 木 費 3 都 市 計 画 費
取 手 駅 構 内 エ レ ベ ー タ ー
整 備 事 業 補 助 金

283,332

（変　更） （単位　千円）

限 度 額 限 度 額 利 率

合 併 特 例 債 507,600

普 通 貸 借

又 は

証 券 発 行

３．０％以内

(ただし,利率
見直し方式で
借り入れる政
府資金及び地
方公共団体金
融機構資金に
ついて,利率の
見直しを行っ
た後において
は,当該見直し
後の利率)

３０年以内

政府資金,銀
行,その他融資
条件による。
ただし,市財政
の都合により
据置期間及び
償還期限を短
縮し,又は繰上
償還若しくは
低利に借換え
することがで
きる。

521,800

普 通 貸 借

又 は

証 券 発 行

３．０％以内

(ただし,利率
見直し方式で
借り入れる政
府資金及び地
方公共団体金
融機構資金に
ついて,利率の
見直しを行っ
た後において
は,当該見直し
後の利率)

３０年以内

政府資金,銀
行,その他融資
条件による。
ただし,市財政
の都合により
据置期間及び
償還期限を短
縮し,又は繰上
償還若しくは
低利に借換え
することがで
きる。

第　３　表　　地　方　債　補　正

補 正 前 補 正 後

起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 起債の方法 償 還 の 方 法
起 債 の 目 的
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１　総　　括
歳　　入 （単位　千円）

補正前の額 補正額 計

15 国 庫 支 出 金 6,489,338 24,640 6,513,978

16 県 支 出 金 2,595,159 13,124 2,608,283

19 繰 入 金 911,109 72,266 983,375

21 諸 収 入 757,316 7,000 764,316

22 市 債 3,398,700 14,200 3,412,900

　　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 37,917,663 131,230 38,048,893

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

款

歳　　出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 2 総 務 費 5,036,380 5,087 5,041,467 2,365 2,000 722

 3 民 生 費 15,546,598 28,151 15,574,749 15,965 12,186

 4 衛 生 費 2,058,056 5,482 2,063,538 5,282 200

 7 土 木 費 4,416,195 24,752 4,440,947 14,200 800 9,752

 8 消 防 費 1,850,059 259 1,850,318 259

 9 教 育 費 3,683,375 67,499 3,750,874 13,893 44,790 8,816

　　    歳　　 出　　 合　　 計 37,917,663 131,230 38,048,893 37,764 14,200 47,590 31,676

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源款 補正前の額 補正額 計
一 般 財 源
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２　歳  入

(款) 15 国庫支出金 (項)  1 国庫負担金 （単位　千円）

金　　額

 1 民生費国庫負担金 4,989,205 1,266 4,990,471  1 社 会 福 祉 費 負 担 金 1,266 ・生活困窮者住居確保給付費負担金（感染症

対応分） 1,266 増

　　　 計 5,444,091 1,266 5,445,357

(款) 15 国庫支出金 (項)  2 国庫補助金

 1 総務費国庫補助金 432,723 2,365 435,088  1 総 務 費 補 助 金 2,365 ・社会保障・税番号制度システム整備費補助金 2,365

 2 民生費国庫補助金 202,513 11,099 213,612  2 児 童 福 祉 費 補 助 金 11,099 ・保育所等整備交付金 299

・保育対策総合支援事業費補助金 7,200

・子ども・子育て支援交付金（感染症対応分） 3,600

 3 衛生費国庫補助金 101,983 200 102,183  3 母 子 衛 生 費 補 助 金 200 ・子ども・子育て支援交付金（感染症対応分） 200

 5 教育費国庫補助金 34,730 9,710 44,440  5 社 会 教 育 費 補 助 金 9,710 ・文化芸術振興費補助金 5,777

・子ども・子育て支援交付金（感染症対応分） 3,933

　　　 計 975,623 23,374 998,997

(款) 16 県支出金 (項)  2 県補助金

 2 民 生 費 県 補 助 金 397,576 3,600 401,176  4 児 童 福 祉 費 補 助 金 3,600 ・子ども・子育て支援交付金（感染症対応分） 3,600

 3 衛 生 費 県 補 助 金 11,005 5,082 16,087  4 母 子 衛 生 費 補 助 金 200 ・子ども・子育て支援交付金（感染症対応分） 200

 5 予 防 費 補 助 金 4,882 ・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

（医療分） 4,882

 7 教 育 費 県 補 助 金 38,711 4,183 42,894  3 社 会 教 育 費 補 助 金 3,933 ・子ども・子育て支援交付金（感染症対応分） 3,933

 7 幼 稚 園 費 補 助 金 250 ・教育支援体制整備事業費交付金 250

 8 消 防 費 県 補 助 金 0 259 259  1 消 防 費 補 助 金 259 ・消防・救急体制整備費補助金（東京オリンピック

競技大会） 259

　　　 計 506,597 13,124 519,721

(款) 19 繰入金 (項)  2 基金繰入金

 1 財 政 調 整 基 金 575,576 31,676 607,252  1 財 政 調 整 基 金 31,676 ・財政調整基金繰入金 31,676 増

繰 入 金 繰 入 金

 4 公共施設整備基金 54,437 38,790 93,227  1 公 共 施 設 整 備 基 金 38,790 ・公共施設整備基金繰入金 38,790 増

繰 入 金 繰 入 金

節

区　　　分
目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　明
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(款) 19 繰入金 (項)  2 基金繰入金 （単位　千円）

金　　額

 5 学校施設整備基金 17,853 1,000 18,853  1 学 校 施 設 整 備 基 金 1,000 ・学校施設整備基金繰入金 1,000 増

繰 入 金 繰 入 金

11 地 域 福 祉 基 金 0 800 800  1 地 域 福 祉 基 金 800 ・地域福祉基金繰入金 800

繰 入 金 繰 入 金

　　　 計 903,382 72,266 975,648

(款) 21 諸収入 (項)  6 雑入

 5 雑 入 169,250 7,000 176,250  4 総 務 費 雑 入 2,000 ・コミュニティ助成事業助成金（地域防災組織

育成） 2,000

11 教 育 費 雑 入 5,000 ・コミュニティ助成事業助成金（地域の芸術環境

づくり） 5,000

　　　 計 606,705 7,000 613,705

(款) 22 市債 (項)  1 市債

 6 合 併 特 例 債 507,600 14,200 521,800  1 合 併 特 例 債 14,200 ・合併特例債 14,200 増

　　　 計 3,398,700 14,200 3,412,900

節

区　　　分
目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　明
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３　歳　出

(款)  2 総務費 (項)  1 総務管理費 （単位　千円）

補 正 額

11 災 害 2,000 2,000

対 策 費 ( 47,260) 諸収入

( 49,260)

2,000 18 負 担 金 ， 2,000 24 自主防災組織に要する経費 2,000 増

補 助 及 び

交 付 金 負担金，補助及び交付金 ( 2,000 増)

  ・コミュニティ助成事業助成金（地域防災組織

    育成） 2,000

2,000 2,000

項  計 ( 4,155,365)

( 4,157,365)

(款)  2 総務費 (項)  3 戸籍住民基本台帳費

 1 戸 籍 3,087 2,365 722

住 民 ( 271,126) 国庫支出金

基 本 ( 274,213)

台 帳 費

2,365 12 委 託 料 2,365  5 戸籍・住民基本台帳事務に要する経費 2,365 増

14 工事請負費 722

委託料 ( 2,365 増)

  ・戸籍副本全件送信業務委託料 2,365

722 21 郵便局による諸証明発行に要する経費 722

工事請負費 ( 722 　)

  ・藤代山王郵便局駐車場原状回復工事 722

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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(款)  2 総務費 (項)  3 戸籍住民基本台帳費 （単位　千円）

補 正 額

3,087 2,365 722

項  計 ( 271,182)

( 274,269)

5,087 2,365 2,000 722

款  計 ( 5,036,380)

( 5,041,467)

(款)  3 民生費 (項)  1 社会福祉費

 1 社会福祉 2,803 1,366 1,337

総 務 費 ( 1,415,127) 国庫支出金

( 1,417,930) 100

県支出金

814 10 需 用 費 300 29 中国残留邦人支援事業に要する経費 814 増

1 消 耗 品 300

　費 委託料 ( 814 増)

12 委 託 料 814   ・中国残留邦人支援給付システム改修委託料 814

18 負 担 金 ， 1,689

200 100 補 助 及 び 42 ウェルネスプラザ管理運営に要する経費 300 増

交 付 金

200 100 (2) 新型コロナウイルス感染症対策経費 300 増

需用費 ( 300 　)

  消耗品費 300

1,266 423 44 生活困窮者住居確保給付事業に要する経費 1,689 増

1,266 423 (2) 新型コロナウイルス感染症対策経費 1,689 増

負担金，補助及び交付金 ( 1,689 増)

  ・生活困窮者住居確保給付金 1,689 増

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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(款)  3 民生費 (項)  1 社会福祉費 （単位　千円）

補 正 額

2,803 1,466 1,337

項  計 ( 7,188,122)

( 7,190,925)

(款)  3 民生費 (項)  2 児童福祉費

 1 児童福祉 2,100 700 700

総 務 費 ( 712,045) 国庫支出金

( 714,145) 700

県支出金

1,000 500 10 需 用 費 2,100 12 子ども・子育て事業に要する経費 1,500 増

1 消 耗 品 2,100

1,000 500 　費 (2) 新型コロナウイルス感染症対策経費 1,500

需用費 ( 1,500 　)

  消耗品費 1,500

200 100 21 家庭児童相談室に要する経費 300 増

200 100 (2) 新型コロナウイルス感染症対策経費 300

需用費 ( 300 　)

  消耗品費 300

200 100 33 少子化対策事業に要する経費 300 増

200 100 (2) 新型コロナウイルス感染症対策経費 300

需用費 ( 300 　)

  消耗品費 300

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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(款)  3 民生費 (項)  2 児童福祉費 （単位　千円）

補 正 額

 3 児 童 17,848 7,999 7,849

入 所 費 ( 2,359,487) 国庫支出金

( 2,377,335) 2,000

県支出金

9,999 7,849 18 負 担 金 ， 17,848 22 民間保育園運営に要する経費 17,848 増

補 助 及 び

299 149 交 付 金 (1) 民間保育園運営に要する経費 448 増

負担金，補助及び交付金 ( 448 増)

  ・民間保育園施設整備費補助金 448

9,700 7,700 (2) 新型コロナウイルス感染症対策経費 17,400

負担金，補助及び交付金 ( 17,400 　)

  ・民間保育園等安全対策事業補助金 11,400

  ・民間保育園一時預かり事業補助金 1,500

  ・民間保育園延長保育事業補助金 3,900

  ・民間保育園病児保育事業補助金 600

 4 保育所費 5,400 2,300 2,300

( 1,226,692) 国庫支出金

( 1,232,092) 800

県支出金

1,500 1,500 10 需 用 費 5,400 20 保育所の管理運営に要する経費 3,000 増

1 消 耗 品 5,400

1,500 1,500 　費 (2) 新型コロナウイルス感染症対策経費 3,000

需用費 ( 3,000 　)

  消耗品費 3,000

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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(款)  3 民生費 (項)  2 児童福祉費 （単位　千円）

補 正 額

 4 保育所費 800 400 22 子育て支援に要する経費 1,200 増

800 400 (2) 新型コロナウイルス感染症対策経費 1,200

需用費 ( 1,200 　)

  消耗品費 1,200

800 400 23 一時的保育事業に要する経費 1,200 増

800 400 (2) 新型コロナウイルス感染症対策経費 1,200

需用費 ( 1,200 　)

  消耗品費 1,200

25,348 14,499 10,849

項  計 ( 6,157,962)

( 6,183,310)

28,151 15,965 12,186

款  計 ( 15,546,598)

( 15,574,749)

(款)  4 衛生費 (項)  1 保健衛生費

 2 予 防 費 4,882 4,882

( 805,506) 県支出金

( 810,388)

4,882 12 委 託 料 4,882 20 予防接種に要する経費 4,882 増

4,882 (2) 新型コロナウイルスワクチン接種に関する経費 4,882 増

委託料 ( 4,882 増)

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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(款)  4 衛生費 (項)  1 保健衛生費 （単位　千円）

補 正 額

 2 予 防 費   ・集団予防接種休日等医療従事者派遣委託料 4,882

 3 母 子 600 200 200

衛 生 費 ( 111,113) 国庫支出金

( 111,713) 200

県支出金

400 200 10 需 用 費 300  5 母子衛生事務に要する経費 600 増

1 消 耗 品 300

400 200 　費 (2) 新型コロナウイルス感染症対策経費 600 増

17 備品購入費 300

需用費 ( 300 増)

  消耗品費 300 増

備品購入費 ( 300 　)

  ・空気清浄機 300

5,482 5,282 200

項  計 ( 1,484,453)

( 1,489,935)

5,482 5,282 200

款  計 ( 2,058,056)

( 2,063,538)

(款)  7 土木費 (項)  3 都市計画費

 1 都市計画 24,752 14,200 800 9,752

総 務 費 ( 498,276) 繰入金

( 523,028)

9,752 18 負 担 金 ， 24,752 25 都市交通政策の推進に要する経費 9,752 増

補 助 及 び

交 付 金 負担金，補助及び交付金 ( 9,752 増)

  ・鉄道軌道安全輸送設備等整備事業補助金 9,752

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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(款)  7 土木費 (項)  3 都市計画費 （単位　千円）

補 正 額

 1 都市計画 14,200 800 26 交通バリアフリー推進に要する経費 15,000

総 務 費

負担金，補助及び交付金 ( 15,000 　)

  ・取手駅構内エレベーター整備事業補助金 15,000

24,752 14,200 800 9,752

項  計 ( 3,256,110)

( 3,280,862)

24,752 14,200 800 9,752

款  計 ( 4,416,195)

( 4,440,947)

(款)  8 消防費 (項)  1 消防費

 2 救 急 259 259

業 務 費 ( 25,012) 県支出金

( 25,271)

259 10 需 用 費 259  5 救急業務に要する経費 259 増

1 消 耗 品 259

　費 需用費 ( 259 増)

  消耗品費 259 増

259 259

項  計 ( 1,850,059)

( 1,850,318)

259 259

款  計 ( 1,850,059)

( 1,850,318)

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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(款)  9 教育費 (項)  3 中学校費 （単位　千円）

補 正 額

 3 学 校 1,133 1,000 133

建 設 費 ( 37,464) 繰入金

( 38,597)

1,000 133 12 委 託 料 1,133 21 中学校建設事業に要する経費 1,133 増

1,000 133 (4) 永山中学校 1,133

委託料 ( 1,133 　)

  ・公共下水道接続工事実施設計業務委託料 1,133

1,133 1,000 133

項  計 ( 491,252)

( 492,385)

(款)  9 教育費 (項)  4 幼稚園費

 1 幼 稚 園 500 250 250

管 理 費 ( 40,910) 県支出金

( 41,410)

250 250 10 需 用 費 500 21 幼稚園保健衛生に要する経費 500 増

1 消 耗 品 500

250 250 　費 (2) 新型コロナウイルス感染症対策経費 500

需用費 ( 500 　)

  消耗品費 500

500 250 250

項  計 ( 40,910)

( 41,410)

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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(款)  9 教育費 (項)  5 社会教育費 （単位　千円）

補 正 額

 1 社会教育 22,577 9,710 5,000 3,934

総 務 費 ( 635,574) 国庫支出金 諸収入

( 658,151) 3,933

県支出金

5,777 5,000 10 需 用 費 11,800 33 アートのあるまちづくり推進に要する経費 10,777 増

1 消 耗 品 11,800

　費 負担金，補助及び交付金 ( 10,777 増)

18 負 担 金 ， 10,777   ・コミュニティ助成事業助成金（地域の芸術

補 助 及 び     環境づくり） 5,000

交 付 金   ・文化芸術振興費補助金 5,777

7,866 3,934 38 放課後児童対策事業に要する経費 11,800 増

7,866 3,934 (2) 新型コロナウイルス感染症対策経費 11,800

需用費 ( 11,800 　)

  消耗品費 11,800

 4 文 化 財 189 189

保 護 費 ( 16,892)

( 17,081)

189 18 負 担 金 ， 189 20 文化財保護に要する経費 189 増

補 助 及 び

交 付 金 負担金，補助及び交付金 ( 189 増)

  ・文化財関係補助金 189 増

22,766 13,643 5,000 4,123

項  計 ( 906,615)

( 929,381)

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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(款)  9 教育費 (項)  6 保健体育費 （単位　千円）

補 正 額

 2 体 育 43,100 38,790 4,310

施 設 費 ( 200,229) 繰入金

( 243,329)

38,790 4,310 14 工事請負費 43,100 20 取手グリーンスポーツセンター管理運営に要する

経費 43,100 増

工事請負費 ( 43,100 　)

  ・第１体育室床補強工事 43,100

43,100 38,790 4,310

項  計 ( 569,074)

( 612,174)

67,499 13,893 44,790 8,816

款  計 ( 3,683,375)

( 3,750,874)

131,230 37,764 14,200 47,590 31,676

 歳出合計 ( 37,917,663)

( 38,048,893)

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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（令和3年度追加分） （単位  千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他

R3 15,000 14,200 800 15,000 15,000 5.3

R4 106,666 101,300 5,366 106,666 37.6

R5 161,666 153,500 8,166 161,666 57.1

計 283,332 269,000 14,332 15,000 15,000 268,332 100.0

継続費についての前々年度末までの支出額，前年度末までの支出額又は支出額
の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
款 項 事 業 名

前 々 年 度 末

ま で の

支 出 額

前 年 度 末

ま で の

支出(見込)額

当 該 年 度

支 出 予 定 額

当 該 年 度 末

ま で の

支 出 予 定 額

翌 年 度 以 降

支 出 予 定 額

継続費の総額

に 対 す る

進捗率（％）
年度 年 割 額

一般財源

7 土木費 3 都市計画費

取 手 駅 構 内
エレベーター
整 備 事 業
補 助 金

- 18 -



（単位  千円）

前 々 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額 現 在 高 見 込 額

１． 普 通 債 19,330,263 19,600,926 1,752,800 1,897,957 19,455,769

（１） 総 務 債 161,594 147,156 55,500 14,064 188,592

（２） 民 生 債 262,400 269,526 22,242 247,284

（３） 衛 生 債 8,890 7,620 1,270 6,350

（４） 農 林 水 産 業 債 221,801 203,112 11,100 33,190 181,022

（５） 商 工 債 42,054 38,272 3,000 3,778 37,494

（６） 土 木 債 2,028,252 1,916,345 186,700 282,105 1,820,940

（７） 消 防 債 514,328 506,356 50,200 67,582 488,974

（８） 教 育 債 2,529,806 2,491,079 258,900 249,164 2,500,815

（９） 地 域 再 生 事 業 債 25,070 7,940 7,790 150

（10） 合 併 特 例 債 12,360,465 12,400,654 746,700 1,033,221 12,114,133

（11） 行 政 改 革 等 推 進 債 （ 地 域 再 生 分 ） 29,758 22,692 7,066 15,626

（12） 災 害 復 旧 債 27,820 25,136 4,085 21,051

（13） 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 931,866 1,038,618 35,000 155,997 917,621

（14） 全 国 防 災 事 業 債 88,099 83,920 4,183 79,737

（15） 防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 356,300 403,300 759,600

（16） 公 共 施 設 等 除 却 債 98,060 86,200 2,400 12,220 76,380

２． 減 税 補 て ん 債 485,313 363,776 104,276 259,500

３． 臨 時 財 政 対 策 債 22,522,831 22,408,511 2,600,000 1,719,899 23,288,612

４． 減 収 補 て ん 債 2,124,367 1,942,877 339,940 1,602,937

５． 調 整 債 127,700 191,800 6,740 185,060

６． 退 職 手 当 債 169,720 135,780 33,940 101,840

７． 災 害 援 護 資 金 貸 付 債 17,303 14,255 3,593 10,662

44,777,497 44,657,925 4,352,800 4,106,345 44,904,380

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

区 分

合 計
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議案第４５号

令和３年度取手市一般会計補正予算（第６号）

令和３年度取手市一般会計補正予算（第６号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９１，４７３千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ３８，１４０，３６６千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表

歳入歳出予算補正」による。

令和３年６月２５日提出

取手市長 藤 井 信 吾



歳    入 （単位　千円）

補正前の額 補正額 計

15 国 庫 支 出 金 6,513,978 91,462 6,605,440

 2 国 庫 補 助 金 998,997 91,462 1,090,459

21 諸 収 入 764,316 11 764,327

 6 雑 入 613,705 11 613,716

　　　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 38,048,893 91,473 38,140,366

歳    出 （単位　千円）

補正前の額 補正額 計

 3 民 生 費 15,574,749 78,397 15,653,146

 1 社 会 福 祉 費 7,190,925 78,397 7,269,322

 4 衛 生 費 2,063,538 13,076 2,076,614

 1 保 健 衛 生 費 1,489,935 13,076 1,503,011

　　　　　　　　　 歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 38,048,893 91,473 38,140,366

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項

款 項

- 2 -



１　総　　括
歳　　入 （単位　千円）

補正前の額 補正額 計

15 国 庫 支 出 金 6,513,978 91,462 6,605,440

21 諸 収 入 764,316 11 764,327

　　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 38,048,893 91,473 38,140,366

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

款

歳　　出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 3 民 生 費 15,574,749 78,397 15,653,146 78,386 11

 4 衛 生 費 2,063,538 13,076 2,076,614 13,076

　　    歳　　 出　　 合　　 計 38,048,893 91,473 38,140,366 91,462 11

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源款 補正前の額 補正額 計
一 般 財 源

- 3 -



２　歳  入

(款) 15 国庫支出金 (項)  2 国庫補助金 （単位　千円）

金　　額

 2 民生費国庫補助金 213,612 78,386 291,998  1 社 会 福 祉 費 補 助 金 78,386 ・新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立

支援金支給事業費補助金 65,400

・新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立

支援金支給事務費補助金 12,986

 3 衛生費国庫補助金 102,183 13,076 115,259  2 予 防 費 補 助 金 13,076 ・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保

事業費補助金 13,076 増

　　　 計 998,997 91,462 1,090,459

(款) 21 諸収入 (項)  6 雑入

 5 雑 入 176,250 11 176,261  5 民 生 費 雑 入 11 ・雇用保険料本人負担分 11 増

　　　 計 613,705 11 613,716

節

区　　　分
目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　明
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３　歳　出

(款)  3 民生費 (項)  1 社会福祉費 （単位　千円）

補 正 額

 1 社会福祉 78,397 78,386 11

総 務 費 ( 1,417,930) 国庫支出金 諸収入

( 1,496,327)

78,386 11  1 報 酬 1,541 49 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金

 3 職員手当等 1,628 給付事業に要する経費 78,397

 4 共 済 費 269

 8 旅 費 126 報酬 ( 1,541 　)

1 費 用 弁 126   ・会計年度任用職員報酬 1,541

　償 職員手当等 ( 1,628 　)

10 需 用 費 319   時間外勤務手当 1,628

1 消 耗 品 200 共済費 ( 269 　)

　費   雇用保険料 34

4 印 刷 製 119   厚生年金保険料 140

　本　　費   子ども・子育て拠出金 6

11 役 務 費 367   健康保険料負担金 89

1 通 信 運 268 旅費 ( 126 　)

　搬　　費   費用弁償 126

4 手 数 料 99 需用費 ( 319 　)

12 委 託 料 8,747   消耗品費 200

18 負 担 金 ， 65,400   印刷製本費 119

補 助 及 び 役務費 ( 367 　)

交 付 金   通信運搬費 268

  手数料 99

委託料 ( 8,747 　)

  ・新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立

    支援金受付業務委託料 8,747

負担金，補助及び交付金 ( 65,400 　)

  ・新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立

    支援金 65,400

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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(款)  3 民生費 (項)  1 社会福祉費 （単位　千円）

補 正 額

78,397 78,386 11

項  計 ( 7,190,925)

( 7,269,322)

78,397 78,386 11

款  計 ( 15,574,749)

( 15,653,146)

(款)  4 衛生費 (項)  1 保健衛生費

 2 予 防 費 13,076 13,076

( 810,388) 国庫支出金

( 823,464)

13,076 12 委 託 料 13,076 20 予防接種に要する経費 13,076 増

13,076 (2) 新型コロナウイルスワクチン接種に関する経費 13,076 増

委託料 ( 13,076 増)

  ・交通整理業務委託料 2,860

  ・シャトルバス運行業務委託料 10,216

13,076 13,076

項  計 ( 1,489,935)

( 1,503,011)

13,076 13,076

款  計 ( 2,063,538)

( 2,076,614)

91,473 91,462 11

 歳出合計 ( 38,048,893)

( 38,140,366)

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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※（ ）内は，再任用職員数及び短時間勤務の会計年度任用職員数の外書き。

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書
一　般　職
（１）総　括

給    　　 与    　　 費
報　　酬 給　　料 職員手当 計

(人) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
( 892 )

732
( 894 )

732
(   2 )

職 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

員

手

当

の
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

内

訳

区　　　分
職　員　数 共　済　費 合　　　計 備　　　考

補　正　前 869,183 2,866,178 2,605,046 6,340,407 1,084,748 7,425,155

補　正　後 870,724 2,866,178 2,606,674 6,343,576 1,085,017 7,428,593

比　　　較 1,541 1,628 3,169 269 3,438

区    分
扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 児童手当

補　正　前 76,200 54,170 40,500 113,500 9,580 193,164 38,000

補　正　後 76,200 54,170 40,500 113,500 9,580 194,792 38,000

比　　較 1,628

区    分
期末手当 勤勉手当 退職手当負担金 地域手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 管理職員特別勤務手当

補　正　前 737,026 520,898 461,286 306,406 41,008 11,847 1,461

補　正　後 737,026 520,898 461,286 306,406 41,008 11,847 1,461

比　　較
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ア　会計年度任用職員以外の職員

※（ ）内は，再任用職員数の外書き。

給    　　 与    　　 費
報　　酬 給　　料 職員手当 計

(人) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
( 94)

732
( 94)

732

職 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

員

手

当

の
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

内

訳

区　　　分
職　員　数 共　済　費 合　　　計 備　　　考

補　正　前 2,866,178 2,571,742 5,437,920 1,002,401 6,440,321

補　正　後 2,866,178 2,573,370 5,439,548 1,002,401 6,441,949

比　　　較 1,628 1,628 1,628

区    分
扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 児童手当

補　正　前 76,200 54,170 40,500 113,500 9,580 193,164 38,000

補　正　後 76,200 54,170 40,500 113,500 9,580 194,792 38,000

比　　較 1,628

区    分
期末手当 勤勉手当 退職手当負担金 地域手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 管理職員特別勤務手当

補　正　前 703,722 520,898 461,286 306,406 41,008 11,847 1,461

補　正　後 703,722 520,898 461,286 306,406 41,008 11,847 1,461

比　　較
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イ　会計年度任用職員

※（ ）内は，短時間勤務の会計年度任用職員数の外書き。

給    　　 与    　　 費
報　　酬 給　　料 職員手当 計

(人) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
( 798 )

( 800 )

  (   2 )

職 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

員

手

当

の
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

内

訳

区　　　分
職　員　数 共　済　費 合　　　計 備　　　考

補　正　前 869,183 33,304 902,487 82,347 984,834

補　正　後 870,724 33,304 904,028 82,616 986,644

比　　　較 1,541 1,541 269 1,810

区    分
扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 児童手当

補　正　前

補　正　後

比　　較

区    分
期末手当 勤勉手当 退職手当負担金 地域手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 管理職員特別勤務手当

補　正　前 33,304

補　正　後 33,304

比　　較
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区  分 増減額(千円) 増 減 事 由 別 内 訳 (千円） 説                                 明 備         考

給  料 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

職員手当 1,628 制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 扶養 千円 期末 千円

通勤 勤勉

住居 退･手･負

管理職 地域

特勤 休日

時間外 夜間

児童 管理職特勤

そ の 他 の 増 減 分 1,628 扶養 千円 期末 千円

通勤 勤勉

住居 退･手･負

管理職 地域

特勤 休日

時間外 1,628 夜間

児童 管理職特勤
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承認第６号

令和３年度取手市一般会計補正予算（第４号）の専決処分の承認について

令和３年度取手市一般会計補正予算（第４号）について，地方自治法第１７９条第

１項の規定により別紙のとおり専決処分したので，同条第３項の規定により報告し，

承認を求める。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾



専決処分第１１号

専 決 処 分 書

令和３年度取手市一般会計補正予算（第４号）について，特に緊急を

要し市議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであるため，地方

自治法第１７９条第１項の規定により，別紙のとおり専決処分する。

令和３年５月２８日

取手市長 藤 井 信 吾



令和３年度取手市一般会計補正予算（第４号）

令和３年度取手市一般会計補正予算（第４号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１４９，４０８千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ３７，９１７，６６３千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表

歳入歳出予算補正」による。



歳    入 （単位　千円）

補正前の額 補正額 計

15 国 庫 支 出 金 6,339,935 149,403 6,489,338

 2 国 庫 補 助 金 826,220 149,403 975,623

21 諸 収 入 757,311 5 757,316

 6 雑 入 606,700 5 606,705

　　　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 37,768,255 149,408 37,917,663

歳    出 （単位　千円）

補正前の額 補正額 計

 3 民 生 費 15,468,688 77,910 15,546,598

 2 児 童 福 祉 費 6,080,052 77,910 6,157,962

 4 衛 生 費 1,986,558 71,498 2,058,056

 1 保 健 衛 生 費 1,412,955 71,498 1,484,453

　　　　　　　　　 歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 37,768,255 149,408 37,917,663

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項

款 項
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１　総　　括
歳　　入 （単位　千円）

補正前の額 補正額 計

15 国 庫 支 出 金 6,339,935 149,403 6,489,338

21 諸 収 入 757,311 5 757,316

　　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 37,768,255 149,408 37,917,663

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

款

歳　　出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 3 民 生 費 15,468,688 77,910 15,546,598 77,905 5

 4 衛 生 費 1,986,558 71,498 2,058,056 71,498

　　    歳　　 出　　 合　　 計 37,768,255 149,408 37,917,663 149,403 5

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源款 補正前の額 補正額 計
一 般 財 源
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２　歳  入

(款) 15 国庫支出金 (項)  2 国庫補助金 （単位　千円）

金　　額

 2 民生費国庫補助金 124,608 77,905 202,513  2 児 童 福 祉 費 補 助 金 77,905 ・子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費

（その他世帯分）補助金 74,700

・子育て世帯生活支援特別給付金給付事務費

（その他世帯分）補助金 3,205

 3 衛生費国庫補助金 30,485 71,498 101,983  2 予 防 費 補 助 金 71,498 ・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保

事業費補助金 71,498

　　　 計 826,220 149,403 975,623

(款) 21 諸収入 (項)  6 雑入

 5 雑 入 169,245 5 169,250  5 民 生 費 雑 入 5 ・雇用保険料本人負担分 5 増

　　　 計 606,700 5 606,705

節

区　　　分
目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　明
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３　歳　出

(款)  3 民生費 (項)  2 児童福祉費 （単位　千円）

補 正 額

 1 児童福祉 77,910 77,905 5

総 務 費 ( 634,135) 国庫支出金 諸収入

( 712,045)

77,905 5  1 報 酬 1,400 41 子育て世帯への臨時特別給付金給付事業に

 3 職員手当等 638 要する経費 77,910 増

 4 共 済 費 249

77,905 5  8 旅 費 117 (6) 子育て世帯生活支援特別給付金給付事業

1 費 用 弁 117 （その他世帯分）に関する経費 77,910

　償

10 需 用 費 232 報酬 ( 1,400 　)

1 消 耗 品 200   ・会計年度任用職員報酬 1,400

　費 職員手当等 ( 638 　)

4 印 刷 製 32   時間外勤務手当 638

　本　　費 共済費 ( 249 　)

11 役 務 費 244   雇用保険料 16

1 通 信 運 134   厚生年金保険料 139

　搬　　費   子ども・子育て拠出金 6

4 手 数 料 110   健康保険料負担金 88

12 委 託 料 330 旅費 ( 117 　)

18 負 担 金 ， 74,700   費用弁償 117

補 助 及 び 需用費 ( 232 　)

交 付 金   消耗品費 200

  印刷製本費 32

役務費 ( 244 　)

  通信運搬費 134

  手数料 110

委託料 ( 330 　)

  ・給付金システム委託料 330

負担金，補助及び交付金 ( 74,700 　)

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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(款)  3 民生費 (項)  2 児童福祉費 （単位　千円）

補 正 額

 1 児童福祉   ・子育て世帯への臨時特別給付金

総 務 費     （その他世帯分） 74,700

77,910 77,905 5

項  計 ( 6,080,052)

( 6,157,962)

77,910 77,905 5

款  計 ( 15,468,688)

( 15,546,598)

(款)  4 衛生費 (項)  1 保健衛生費

 2 予 防 費 71,498 71,498

( 734,008) 国庫支出金

( 805,506)

71,498  3 職員手当等 2,178 20 予防接種に要する経費 71,498 増

12 委 託 料 69,320

71,498 (2) 新型コロナウイルスワクチン接種に関する経費 71,498 増

職員手当等 ( 2,178 　)

  時間外勤務手当 2,178

委託料 ( 69,320 増)

  ・新型コロナウイルスワクチン接種予約支援

    機器設置委託料 1,650

  ・接種会場設置運営管理委託料 67,670

71,498 71,498

項  計 ( 1,412,955)

( 1,484,453)

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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(款)  4 衛生費 （単位　千円）

補 正 額

71,498 71,498

款  計 ( 1,986,558)

( 2,058,056)

149,408 149,403 5

 歳出合計 ( 37,768,255)

( 37,917,663)

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一   般

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財   源

目 説　　　　　　　　　明
区 分 金 額
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※（ ）内は，再任用職員数及び短時間勤務の会計年度任用職員数の外書き。

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書
一　般　職
（１）総　括

給    　　 与    　　 費
報　　酬 給　　料 職員手当 計

(人) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
( 891 )

732
( 892 )

732
（   1 )

職 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

員

手

当

の
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

内

訳

区　　　分
職　員　数 共　済　費 合　　　計 備　　　考

補　正　前 867,783 2,866,178 2,602,230 6,336,191 1,084,499 7,420,690

補　正　後 869,183 2,866,178 2,605,046 6,340,407 1,084,748 7,425,155

比　　　較 1,400 2,816 4,216 249 4,465

区    分
扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 児童手当

補　正　前 76,200 54,170 40,500 113,500 9,580 190,348 38,000

補　正　後 76,200 54,170 40,500 113,500 9,580 193,164 38,000

比　　較 2,816

区    分
期末手当 勤勉手当 退職手当負担金 地域手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 管理職員特別勤務手当

補　正　前 737,026 520,898 461,286 306,406 41,008 11,847 1,461

補　正　後 737,026 520,898 461,286 306,406 41,008 11,847 1,461

比　　較
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ア　会計年度任用職員以外の職員

※（ ）内は，再任用職員数の外書き。

給    　　 与    　　 費
報　　酬 給　　料 職員手当 計

(人) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
( 94)

732
( 94)

732

職 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

員

手

当

の
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

内

訳

区　　　分
職　員　数 共　済　費 合　　　計 備　　　考

補　正　前 2,866,178 2,568,926 5,435,104 1,002,401 6,437,505

補　正　後 2,866,178 2,571,742 5,437,920 1,002,401 6,440,321

比　　　較 2,816 2,816 2,816

区    分
扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 児童手当

補　正　前 76,200 54,170 40,500 113,500 9,580 190,348 38,000

補　正　後 76,200 54,170 40,500 113,500 9,580 193,164 38,000

比　　較 2,816

区    分
期末手当 勤勉手当 退職手当負担金 地域手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 管理職員特別勤務手当

補　正　前 703,722 520,898 461,286 306,406 41,008 11,847 1,461

補　正　後 703,722 520,898 461,286 306,406 41,008 11,847 1,461

比　　較
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イ　会計年度任用職員

※（ ）内は，短時間勤務の会計年度任用職員数の外書き。

給    　　 与    　　 費
報　　酬 給　　料 職員手当 計

(人) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
( 797 )

( 798 )

  (   1 )

職 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

員

手

当

の
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

内

訳

区　　　分
職　員　数 共　済　費 合　　　計 備　　　考

補　正　前 867,783 33,304 901,087 82,098 983,185

補　正　後 869,183 33,304 902,487 82,347 984,834

比　　　較 1,400 1,400 249 1,649

区    分
扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 児童手当

補　正　前

補　正　後

比　　較

区    分
期末手当 勤勉手当 退職手当負担金 地域手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 管理職員特別勤務手当

補　正　前 33,304

補　正　後 33,304

比　　較
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区  分 増減額(千円) 増 減 事 由 別 内 訳 (千円） 説                                 明 備         考

給  料 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

職員手当 2,816 制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 扶養 千円 期末 千円

通勤 勤勉

住居 退･手･負

管理職 地域

特勤 休日

時間外 夜間

児童 管理職特勤

そ の 他 の 増 減 分 2,816 扶養 千円 期末 千円

通勤 勤勉

住居 退･手･負

管理職 地域

特勤 休日

時間外 2,816 夜間

児童 管理職特勤
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報告第１号

令和２年度取手市一般会計予算の繰越明許費に係る繰越計算書について

令和２年度取手市一般会計予算の繰越明許費に係る繰越計算書を別紙のとおり調製したので，地方自治法施行

令第１４６条第２項の規定に基づき報告する。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾



- 2 -

左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

款 項 事   業   名 金   額 既 収 入 未　収　入　特　定　財　源

特定財源 国県支出金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円 円

令 和 ２ 年 度 取 手 市 一 般 会 計 予 算 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書 

翌  年  度　 　
繰  越  額 一 般 財 源

市 勢 要 覧 作 成 事 業 2,574,000 2,574,000 2,440,000 134,000

市 の 魅 力 映 像 制 作 事 業 1,160,000 1,160,000 1,159,000 1,000

行政手続オンライン化推進事業 2,640,000 2,640,000 2,112,000 528,000

庁 舎 ト イ レ 改 修 事 業 75,997,000 75,997,000 20,098,000 55,500,000 399,000

避 難 所 環 境 整 備 事 業 4,455,000 4,455,000 3,564,000 891,000

３　民生費

１　社会福祉費 福 祉 施 設 等 自 動 水 栓 化 事 業 3,230,000 3,230,000 2,584,000 646,000

２　児童福祉費

白 山 保 育 所 空 調 設 備 改 修 事 業 13,970,000 13,970,000 11,796,000 2,174,000

保 育 所 ト イ レ 改 修 事 業 15,479,000 15,479,000 12,428,000 3,051,000

４　衛生費 １　保健衛生費
新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス
ワ ク チ ン 接 種 事 業

216,936,000 208,738,000 208,719,000 19,000

６　商工費 １　商工費

出 前 ・ テ イ ク ア ウ ト 商 品
応 援 補 助 事 業

34,881,000 34,881,000 27,476,000 7,405,000

新型コロナウイルス感染症対策
資 金 貸 付 金 市 町 村 負 担 金

24,500,000 24,500,000 24,500,000

働 く 婦 人 の 家 ト イ レ 改 修 事 業 6,809,000 6,809,000 5,447,000 1,362,000

２　総務費 １　総務管理費



左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

款 項 事   業   名 金   額 既 収 入 未　収　入　特　定　財　源

特定財源 国県支出金 地 方 債 そ の 他

翌  年  度　 　
繰  越  額 一 般 財 源

橋 梁 長 寿 命 化 対 策 事 業 22,278,000 22,278,000 12,252,000 9,000,000 1,026,000

排 水 施 設 整 備 事 業 5,775,000 3,575,000 2,700,000 875,000

片 町 （ 市 道 5379 号 線 ）
道 路 改 良 事 業

20,940,000 20,940,000 19,800,000 1,140,000

山 王 （ 市 道 4262 号 線 他 ）
道 路 改 良 事 業

20,726,000 20,726,000 11,399,000 8,800,000 527,000

都 市 計 画 図 デ ー タ 整 備 事 業 39,050,000 39,050,000 39,050,000

分 庁 舎 自 動 水 栓 化 事 業 571,000 571,000 457,000 114,000

桑 原 地 区 整 備 推 進 事 業 99,678,000 99,678,000 99,678,000

地 籍 調 査 事 業 1,046,000 1,046,000 600,000 446,000

都 市 計 画 道 路 3 ・ 4 ・ 7 号
（ 台 宿 工 区 ） 整 備 事 業

21,452,000 21,452,000 11,000,000 8,500,000 1,952,000

都 市 計 画 道 路 3 ・ 5 ・ 23 号
北 敷 ･ 沼 附 線 整 備 事 業

5,000,000 5,000,000 2,750,000 2,100,000 150,000

藤 代 横 町 雨 水 排 水 整 備 事 業 55,352,000 55,352,000 52,500,000 2,852,000

都市公園施設長寿命化対策事業 35,931,000 35,931,000 16,966,000 15,900,000 3,065,000

１　教育総務費
教 育 総 合 支 援 セ ン タ ー
施 設 整 備 事 業

2,584,000 2,584,000 913,000 1,671,000

小 学 校 教 育 活 動
継 続 支 援 事 業

14,800,000 14,800,000 7,400,000 7,400,000

小 学 校 自 動 水 栓 化 ・
ト イ レ 改 修 事 業

169,929,000 161,415,000 44,840,000 110,800,000 5,775,000

高 井 小 学 校 校 舎 内 部 改 修 事 業 96,000,000 96,000,000 6,451,000 85,000,000 4,549,000

藤代小学校校舎大規模改造事業 562,200,000 562,200,000 140,262,000 419,200,000 2,738,000

７　土木費

２　道路
　　橋りょう費

３　都市計画費

９　教育費

２　小学校費
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左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

款 項 事   業   名 金   額 既 収 入 未　収　入　特　定　財　源

特定財源 国県支出金 地 方 債 そ の 他

翌  年  度　 　
繰  越  額 一 般 財 源

計 1,815,353,000 1,796,441,000 3,599,000 668,916,000 939,900,000 184,026,000

３　中学校費

中 学 校 教 育 活 動
継 続 支 援 事 業

7,200,000 7,200,000 3,600,000 3,600,000

中 学 校 自 動 水 栓 化 ・
ト イ レ 改 修 事 業

97,300,000 97,300,000 24,171,000 72,700,000 429,000

４　幼稚園費 藤 代 幼 稚 園 大 規 模 改 造 事 業 51,100,000 51,100,000 14,037,000 36,900,000 163,000

芸 術 家 パ ー ト ナ ー シ ッ プ 事 業 8,000,000 8,000,000 6,400,000 1,600,000

創作活動拠点オンライン公開事業 7,000,000 7,000,000 5,600,000 1,400,000

旧 取 手 宿 本 陣 ト イ レ 改 修 事 業 308,000 308,000 298,000 10,000

埋蔵文化財センタートイレ改修事業 2,500,000 2,500,000 2,000,000 500,000

図 書 館 自 動 水 栓 化 事 業 964,000 964,000 771,000 193,000

電 子 書 籍 拡 充 事 業 3,740,000 3,740,000 2,992,000 748,000

６　保健体育費

社 会 体 育 施 設 自 動 水 栓 化 事 業 1,298,000 1,298,000 1,038,000 260,000

給食センター空調設備改修事業 60,000,000 60,000,000 19,445,000 40,500,000 55,000

９　教育費

５　社会教育費



報告第２号

令和２年度取手市一般会計予算の事故繰越しに係る繰越計算書について

令和２年度取手市一般会計予算の事故繰越しに係る繰越計算書を別紙のとおり調製したので，地方自治法施行

令第１５０条第３項の規定に基づき報告する。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾
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円 円 円 円 円 円 円 円

令 和 ２ 年 度 取 手 市 一 般 会 計 予 算 事 故 繰 越 し 繰 越 計 算 書

左の内訳 左の財源内訳

款 項 事　業　名
支出負担
行 為 額

支出負担
行為予定額

翌年度
繰越額

説明
支出済額 支出未済額

既 収 入
特定財源

未 収 入
特定財源

一般財源

７ 土木費 ３ 都市計画費
桑原地区整備
推 進 事 業

23,760,000 23,760,000 23,760,000 23,760,000 

土地区画整理事業の地区
界測量業務において，関
係機関協議及び関係権利
者の合意形成に不測の日
数を要したため

計
23,760,000 23,760,000 23,760,000 23,760,000 



報告第３号

令和２年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計予算の繰越明許費に係る繰越計算書について

令和２年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計予算の繰越明許費に係る繰越計算書を別紙のとおり調製し

たので，地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づき報告する。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾
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左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

款 項 事   業   名 金   額 既 収 入 未　収　入　特　定　財　源

特定財源 国県支出金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円 円

計 634,862,000 634,862,000 30,389,000 330,913,000 248,100,000 2,860,000 22,600,000 

令 和 ２ 年 度 取 手 市 取 手 駅 西 口 都 市 整 備 事 業 特 別 会 計 予 算 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書 

翌  年  度　 　
繰  越  額 一 般 財 源

１　事業費 ３　事業費 取 手 駅 北 土 地 区 画 整 理 事 業 634,862,000 634,862,000 30,389,000 330,913,000 248,100,000 2,860,000 22,600,000 



報告第４号

令和２年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計予算の事故繰越しに係る繰越計算書について

令和２年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計予算の事故繰越しに係る繰越計算書を別紙のとおり調製し

たので，地方自治法施行令第１５０条第３項の規定に基づき報告する。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾
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円 円 円 円 円 円 円 円

国庫
　211,816,000
市債
　171,300,000
計
　383,116,000

国庫
　211,816,000
市債
　171,300,000
計
　383,116,000

令和２年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計予算事故繰越し繰越計算書

左の内訳 左の財源内訳

款 項 事　業　名
支出負担
行 為 額

支出負担
行為予定額

翌年度
繰越額

説明
支出済額 支出未済額

既 収 入
特定財源

未 収 入
特定財源

一般財源

１ 事業費 ３ 事業費
取手駅北土地
区画整理事業

641,850,000 256,730,000 385,120,000 385,120,000 104,000 1,900,000 先行工事の遅延による

計 641,850,000 256,730,000 385,120,000 385,120,000 104,000 1,900,000 























































報告第６号

２０２０年度公益財団法人取手市健康福祉医療事業団決算報告書並びに

２０２１年度公益財団法人取手市健康福祉医療事業団事業計画について

地方自治法第２４３条の３第２項の規定に基づき，２０２０年度公益財団法

人取手市健康福祉医療事業団決算報告書並びに２０２１年度公益財団法人取手

市健康福祉医療事業団事業計画を別紙のとおり提出する。

令和３年６月１０日提出

取手市長 藤 井 信 吾




















































































































































